




39 第５章 行動計画 （災害予防・減災対策） 
 

 

行動項目 主担当部 

■住宅の耐震化の促進 【選択・集中】 

住まいとまちの安全性を高めるために、倒壊のおそれのある昭和 56 年

５月 31 日以前に建築された木造住宅について、耐震診断の受診を促進す

るとともに、補強が必要な場合の設計・工事への支援を行う。 

 

目標項目 
現状 

（24 年度末） 

目標 
（27 年度末） 

目標 
（29 年度末） 

耐震基準を満たした住宅の割合 83.7% 90.0% 92.0% 

 
 

県土整備部 

(他の取組主体） 

県民 

市町 

■家具固定、転倒防止対策の促進 【選択・集中】 

家具の転倒や散乱などによりケガを負うことがないよう啓発を行うと

ともに、市町の取組の支援を行う。 

 

目標項目 
現状 

（24 年度末） 

目標 
（27 年度末） 

目標 
（29 年度末） 

取組支援市町数 29 市町/年 29 市町/年 29 市町/年 

 
 

防災対策部 

(他の取組主体） 

市町 

■ガラス飛散防止対策の促進 

強い揺れによる窓ガラスの飛散を防止するため、研修会等の機会を通

じて啓発を行うとともに、市町等が定める避難所の飛散防止対策事業に

対して支援を行う。 

 

目標項目 
現状 

（24 年度末） 

目標 
（27 年度末） 

目標 
（29 年度末） 

取組支援市町数 29 市町/年 29 市町/年 29 市町/年 

  

防災対策部 

(他の取組主体） 

市町 

■ブロック塀の耐震対策の促進 

ブロック塀等の倒壊または転倒による災害を防止し、ブロック塀等の

安全を確保するため、耐震対策の啓発を行う。 

 

目標項目 
現状 

（24 年度末） 

目標 
（27 年度末） 

目標 
（29 年度末） 

啓発実施回数 － ２回/年 ２回/年 

  

防災対策部 

県土整備部 

(他の取組主体） 

県民 

市町 
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40 第５章 行動計画 （災害予防・減災対策） 
 
 

行動項目 主担当部 

■部分的な耐震改修など高齢者等住宅の安全・安心を高める対策の検討 

【選択・集中】 

主に経費面の問題から、建替や家全体の耐震化に取り組めず、安全・

安心が確保できていない高齢者等の住宅について、その安全性を高める

ための対策が促進されるよう、部分的な耐震改修などさまざまな切り口

から対策を検討し、方針をとりまとめる。 

 

目標項目 
現状 

（24 年度末） 

目標 
（27 年度末） 

目標 
（29 年度末） 

高齢者等住宅の安全・安心を高め

るための方針策定 
－ 策定完了 － 

 
 

防災対策部 

県土整備部 

(他の取組主体） 

市町 

■個人備蓄など災害時の緊急物資等における備蓄のあり方検討 

支援物資と備蓄物資の役割分担、個人備蓄と公的備蓄の分担割合

（個人備蓄のあり方、公的備蓄の必要数量等）、いざ災害発生という

場合の円滑な供給方法等について検討を進める。 

 

目標項目 
現状 

（24 年度末） 

目標 
（27 年度末） 

目標 
（29 年度末） 

災害時の緊急物資等の備蓄に関

する指針の策定 
－ 策定完了 － 

  

防災対策部 

 

■個人備蓄の促進に向けた啓発活動の実施 

発災直後に地域で自活する備えとして、水や食料など個人備蓄にかか

る意識の浸透と定着をめざして、啓発活動を実施する。 

 

目標項目 
現状 

（24 年度末） 

目標 
（27 年度末） 

目標 
（29 年度末） 

啓発回数（累計） 20 回 80 回 120 回 

  

防災対策部 

(他の取組主体） 

事業者 

市町 

■津波避難に関する三重県モデル*の促進 【選択・集中】 

住民一人ひとりが作成する「Ｍｙまっぷラン*」等を活用し、地域全体

での津波避難計画づくりへの支援を行うことにより、地域における津波

避難体制の整備を進める。 

 

目標項目 
現状 

（24 年度末） 

目標 
（27 年度末） 

目標 
（29 年度末） 

「Ｍｙまっぷラン」等取組市町数 ４市町 19 市町 19 市町 

  

防災対策部 

(他の取組主体） 

県民 

市町 
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41 第５章 行動計画 （災害予防・減災対策） 
 

行動項目 主担当部 

■「防災みえ.jp」メール配信サービス等への加入促進 

「防災みえ.jp」メール配信サービスは、気象警報・注意報のほか地

震・津波情報等、多数の気象情報を配信していることから、県民の迅速

な避難行動を促すため、当該メール配信サービスへの加入促進を図る。

また、メール配信サービス以外に、利用可能な多様な手段を活用し情報

を提供する。 

 

目標項目 
現状 

（24 年度末） 

目標 
（27 年度末） 

目標 
（29 年度末） 

メール配信サービス登録者数 38,500 人 50,000 人 50,000 人 

多様な手段による情報提供 － 
提供のあり方 

検討完了 
情報提供 

  

防災対策部 

 

■総合防災訓練（実動訓練）の実施 【選択・集中】 

東日本大震災の課題をふまえ、「訓練でできないことはいざ災害の時に

も絶対にできない」という視点から、住民参加による防災力の向上及び

防災関係機関等相互の連携を強化しつつ、地域課題や重点的に取り組む

べき課題などテーマに応じた実践的な訓練を実施する。 

 

目標項目 
現状 

（24 年度末） 

目標 
（27 年度末） 

目標 
（29 年度末） 

総合防災訓練の実施 1 回/年 1 回/年 1 回/年 

  

防災対策部 

(他の取組主体） 

県民 

事業者 

市町 

■家庭の耐震化につながる防災教育の実施 

防災啓発素材の活用、防災講話の実施や防災ノート*等を使っての児童

生徒の防災教育をきっかけとして、住宅の耐震化や家具類の固定化が促

進されるよう啓発する。 

 

目標項目 
現状 

（24 年度末） 

目標 
（27 年度末） 

目標 
（29 年度末） 

学校に対する防災啓発（学習）実

施回数（累計） 
28 回 128 回 172 回 

防災ノート等を使用して家具類の

固定化等の防災対策の啓発を行

っている学校の割合 

－ 
H25 学校防災

取組状況調査 

をふまえ設定 

H25 学校防災

取組状況調査 

をふまえ設定 

  

防災対策部 

県土整備部 

教育委員会 

(他の取組主体） 

県民 

市町 
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42 第５章 行動計画 （災害予防・減災対策） 
 
 

行動項目 主担当部 

■みえの防災大賞*の実施 

自主的な防災活動を行っている団体について、その活動内容を表彰

し、周知を図ることにより、活動の活性化を促進する。 

 

目標項目 
現状 

（24 年度末） 

目標 
（27 年度末） 

目標 
（29 年度末） 

実施回数 １回/年 １回/年 １回/年 

  

防災対策部 

(他の取組主体） 

県民 

事業者 

市町 

■地震防災シンポジウム・講演会の開催・参加促進 

地震防災シンポジウムを開催するとともに、市町等が実施する講演会

に人的支援を行い、開催を促進する。 

 

目標項目 
現状 

（24 年度末） 

目標 
（27 年度末） 

目標 
（29 年度末） 

市町・企業等と連携したシンポジウ

ムの開催による参加人数 
1,000 人/年 1,100 人/年 1,200 人/年 

  

防災対策部 

(他の取組主体） 

県民 

市町 

■出前トーク等による住民への周知啓発 

出前トーク等の実施により住民への周知啓発を行う。 

 

目標項目 
現状 

（24 年度末） 

目標 
（27 年度末） 

目標 
（29 年度末） 

実施回数（累計） 153 回 600 回 900 回 

  

防災対策部 

(他の取組主体） 

市町 

■体感・体験型の防災啓発の実施 

防災すごろく*、タブレット端末を用いた「みえデジタルハザードマッ

プ*」、防災啓発車等を活用し、実体験に近い体感・体験を通じた、啓発

活動を実施する。 

 

目標項目 
現状 

（24 年度末） 

目標 
（27 年度末） 

目標 
（29 年度末） 

実施回数（累計） 100 地域 250 地域 350 地域 

  

防災対策部 

(他の取組主体） 

県民 

事業者 

市町 
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43 第５章 行動計画 （災害予防・減災対策） 
 

行動項目 主担当部 

■マスメディアを活用した防災啓発の実施 

防災に関する県民の「意識」を「行動」に結びつけていくため、「防災

の日常化」を意識した防災啓発について、マスメディアを活用して発信

する。 

 

目標項目 
現状 

（24 年度末） 

目標 
（27 年度末） 

目標 
（29 年度末） 

マスメディアへの働きかけ回数 ３回以上/月 ３回以上/月 ３回以上/月 

 
 

防災対策部 

 

■「子どもや孫を地震から守るために」を切り口とした防災啓発の強化 

「子どもや孫を地震から守るために」を切り口とした防災啓発を実施

することにより、自宅の耐震化や、孫の帰省先となる祖父母宅の耐震化

を促進する。 

 

目標項目 
現状 

（24 年度末） 

目標 
（27 年度末） 

目標 
（29 年度末） 

実施回数（累計） 153 回 600 回 900 回 

  

防災対策部 

 

■液状化*危険度予測の県民・事業者等への周知 

県民や事業者が必要な地盤対策を実施することができるよう、液状化

危険度予測にかかる情報について、県ホームページをはじめ、地域や事

業所等での防災講話の実施など、さまざまな手段を用いて広報する。 

 

目標項目 
現状 

（24 年度末） 

目標 
（27 年度末） 

目標 
（29 年度末） 

啓発回数 － 50 回/年 50 回/年 

  

防災対策部 

■外国人住民を対象とした防災啓発の実施 【選択・集中】 

外国人住民向けの防災訓練を市町、市町国際交流協会、外国人労働者

を雇用する企業等さまざまな主体と連携して実施する。また、こうした

取組を、市町で継続し、日本人住民と外国人住民のより良い関係づくり

や、将来災害時に地域の支援者となりうる外国人住民の育成につなげ

る。 

 

目標項目 
現状 

（24 年度末） 

目標 
（27 年度末） 

目標 
（29 年度末） 

外国人住民を対象とした防災訓練

実施回数 
２回/年 ２回以上/年 ２回以上/年 

  

環境生活部 

(他の取組主体） 

県民 

事業者 

市町 
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44 第５章 行動計画 （災害予防・減災対策） 
 
 

行動項目 主担当部 

■三重県総合博物館と連携した防災啓発の実施 

児童生徒をはじめ県民の防災に関する学習活動を支援するため、三重

県総合博物館と連携した啓発を実施する。 

 

目標項目 
現状 

（24 年度末） 

目標 
（27 年度末） 

目標 
（29 年度末） 

啓発素材作成件数（累計） － ３件 ５件 

  

防災対策部 

環境生活部 

■地域の津波遺産継承のための過去の津波痕跡・教訓の発掘 【選択・集

中】 

過去の津波痕跡や教訓を発掘し、県民への意識啓発、地域での継承に

活用するため、啓発素材等を作成する。 

 

目標項目 
現状 

（24 年度末） 

目標 
（27 年度末） 

目標 
（29 年度末） 

啓発素材作成件数（累計） － ２件 ５件 

  

防災対策部 
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47 第５章 行動計画 （災害予防・減災対策） 
 

 (２)防災人材の育成・活用 

地域における防災活動を効果的に進めていくためには、防災に関する専門

的な知識を持った人材や、災害時に地域で率先して行動することができる人

材を養成する必要があります。また、これまでに育成してきた防災人材を核

として、地域の人々の防災意識を高め、防災行動へと結びつけていくことが

必要です。 

県と大学と共同して、防災人材の育成と活用、新たな人材資源の発掘、防

災人材の連携と交流など、防災人材をはじめ防災に関するさまざまなリソー

スを活用して新たな取組を展開していくための枠組みを構築し、市町、地

域、企業支援等を実施していきます。 

また、観光事業者を対象とした人材の育成や、災害時要援護者*への支援の

強化につながるような研修の実施にも取り組んでいきます。 

 

 

行動項目 主担当部 

■「みえ防災・減災センター（仮称）」による防災人材等リソースの活

用 【選択・集中】 

三重県と三重大学が中心となって、「みえ防災・減災センター（仮

称）」を創設し、市町や企業、県内他大学との連携・参画を進めながら、

それらを結びつける「防災ハブ機能」を持たせるとともに、他県や国の

研究機関等とも連携し、県内外のリソースを集結して「シンクタンク機

能」も持たせながら、防災人材の育成と活用、調査研究、情報の収集と

発信、地域・企業支援等に取り組む。 

 

目標項目 
現状 

（24 年度末） 

目標 
（27 年度末） 

目標 
（29 年度末） 

新たに育成した人材が地域等を支

援した回数 
－ ３回/年 ３回/年 

  

防災対策部 

(他の取組主体） 

県民 

事業者 

市町 

■自主防災組織リーダー等の人材育成 

自主防災組織による活動を活性化するため、リーダー研修を実施する

とともに、市町の研修を促進する。 

 

目標項目 
現状 

（24 年度末） 

目標 
（27 年度末） 

目標 
（29 年度末） 

開催回数 ９回/年 ９回/年 ９回/年 

  

防災対策部 

(他の取組主体） 

市町 
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48 第５章 行動計画 （災害予防・減災対策） 
 
 

行動項目 主担当部 

■女性防災人材の育成 【選択・集中】 

主に女性が中心となって活躍している専門職の職員や地域で先導的立

場にある女性を対象として、それぞれの職場や避難所運営の防災現場な

ど、さまざまな場面において、女性の視点で主体的に活動し、リーダー

シップを発揮できる人材を育成するとともに、育成した人材のネットワ

ークを構築し、相互の連携と継続的な活動を支援する。 

 

目標項目 
現状 

（24 年度末） 

目標 
（27 年度末） 

目標 
（29 年度末） 

育成人数（累計） 53 人 230 人 350 人 

  

防災対策部 

■企業防災担当者の人材育成 

企業を対象とした防災に関する研修を開催するとともに、企業が独自

に実施する研修の支援を行う。 

 

目標項目 
現状 

（24 年度末） 

目標 
（27 年度末） 

目標 
（29 年度末） 

開催回数 ５回/年 ５回/年 ５回/年 

  

防災対策部 

雇用経済部 

(他の取組主体） 

事業者 

■観光事業者・観光関係団体を対象とした防災面からの人材育成 【選

択・集中】 

県内観光地の防災・減災対策を促進するため、観光事業者・観光関係

団体の職員を対象として、意識の啓発や知識の習得など人材の育成に取

り組む。 

 

目標項目 
現状 

（24 年度末） 

目標 
（27 年度末） 

目標 
（29 年度末） 

研修会・セミナー等の開催回数 － ５回/年 ５回/年 

  

防災対策部 

雇用経済部 

(他の取組主体） 

事業者 

市町 

■市町、地域、企業等における防災人材の活動支援 【選択・集中】 

地域の防災・減災取組に関するニーズと防災人材を結びつける場を設

けるとともに、ＯＪＴにより育成した防災人材のフォローアップ、スキ

ルアップを支援し、地域での活躍に結びつける。 

 

目標項目 
現状 

（24 年度末） 

目標 
（27 年度末） 

目標 
（29 年度末） 

研修会開催回数 ３回/年 ３回/年 ３回/年 

  

防災対策部 

(他の取組主体） 

県民 

事業者 

市町 
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49 第５章 行動計画 （災害予防・減災対策） 
 

行動項目 主担当部 

■災害時における障がい者の障がい特性についての理解を促進させる研

修の実施 【選択・集中】 

自主防災組織や消防団*、地域住民等を対象として、災害時要援護者の

当事者自らが講師となった研修を実施するなど、障がい者の障がい特性

についての理解を深めることにより、要援護者を支援する際の対応力を

高める。 

 

目標項目 
現状 

（24 年度末） 

目標 
（27 年度末） 

目標 
（29 年度末） 

研修実施回数 －  １回/年 １回/年 

  

防災対策部 

(他の取組主体） 

県民 

■消防職員、消防団員の教育訓練の充実 

災害時要援護者への支援など災害発生時に的確に対応し得る消防力の

確保、強化を図るため、消防職員、消防団員に対する教育訓練を実施す

る。 

 

目標項目 
現状 

（24 年度末） 

目標 
（27 年度末） 

目標 
（29 年度末） 

教育訓練に参加する職員・団員が

所属する市町数等 

29 市町 29 市町 29 市町 

15 消防本部 15 消防本部 15 消防本部 

  

防災対策部 

(他の取組主体） 

市町 

■民生委員・児童委員に対する研修の実施 

民生委員・児童委員への研修事業のカリキュラムに、災害時要援護者

への支援など防災に関する項目を追加することにより、民生委員・児童

委員の防災意識のさらなる向上を図る。 

 

目標項目 
現状 

（24 年度末） 

目標 
（27 年度末） 

目標 
（29 年度末） 

研修受講率 － 100% 100% 

  

健康福祉部 

(他の取組主体） 

事業者 
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50 第５章 行動計画 （災害予防・減災対策） 
 
 

行動項目 主担当部 

■防災現場における男女共同参画の推進 

避難所運営等の現場において、男女共同参画の視点をふまえたニーズ

把握や意思決定が行われるよう、防災現場における方針決定過程への女

性の参画拡大を図るとともに、防災と男女共同参画の視点を持って地域

で活躍できる人材を育成する。 

 

目標項目 
現状 

（24 年度末） 

目標 
（27 年度末） 

目標 
（29 年度末） 

県が育成する防災人材に占める

女性の割合 
26.2% 35.0% 40.0% 

女性消防団員数 375 人 420 人 430 人 

  

防災対策部 

環境生活部 

■みえの防災大賞の実施（再掲） 

自主的な防災活動を行っている団体について、その活動内容を表彰

し、周知を図ることにより、活動の活性化を促進する。 

 

目標項目 
現状 

（24 年度末） 

目標 
（27 年度末） 

目標 
（29 年度末） 

実施回数 １回/年 １回/年 １回/年 

  

防災対策部 

(他の取組主体） 

県民 

事業者 

市町 

 

 

 50 



51 第５章 行動計画 （災害予防・減災対策） 
 

(３)防災教育の推進 

災害発生時における児童生徒の安全を確保するためには、児童生徒、教職

員等が地震・津波に対する正しい知識を習得し、発災時に適切な行動をとる

ことができるよう、防災教育を推進することが重要です。また、児童生徒へ

の防災教育を核として、家庭や地域での防災対策が進むことも期待されま

す。 

そのため、学校における「防災ノート」等の活用促進、教職員に対する教

育研修の充実、家庭や地域と連携した防災対策等を進めます。 

 
 

行動項目 主担当部 

■防災ノート等の活用による防災教育の推進 【選択・集中】 

公立小中学校及び県立学校の児童生徒を対象に防災ノート等を活用し

た防災教育を実施する。また、私立学校についても、積極的な活用を促

していく。 

 

目標項目 
現状 

（24 年度末） 

目標 
（27 年度末） 

目標 
（29 年度末） 

防災ノート等を活用した防災教育

を実施している公立学校の割合 
98.3% 100% 100% 

  

教育委員会 

環境生活部 

(他の取組主体） 

県民 

事業者 

市町 

■学校防災リーダー*の養成 【選択・集中】 

公立小中学校及び県立学校に、防災に関する知識、能力を持った教職

員を各校１名以上配置し、中核となり、防災教育に取り組む。 

 

目標項目 
現状 

（24 年度末） 

目標 
（27 年度末） 

目標 
（29 年度末） 

学校防災のリーダーが中核となり

防災に取り組んでいる学校の割合 
99.7% 100% 100% 

  

教育委員会 

(他の取組主体） 

市町 

■防災に関する学校と地域との連携の推進 【選択・集中】 

公立小中学校及び県立学校において、保護者や地域住民等との合同の

避難訓練、避難経路の確認、登下校時の児童生徒の安全確保等の取組を

進める。 

 

目標項目 
現状 

（24 年度末） 

目標 
（27 年度末） 

目標 
（29 年度末） 

地域と連携した避難訓練等を実施

している学校の割合 
64.9% 100% 100% 

  

教育委員会 

(他の取組主体） 

県民 

市町 
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52 第５章 行動計画 （災害予防・減災対策） 
 
 

行動項目 主担当部 

■「学校における防災の手引」の活用 【選択・集中】 

地震･津波、風水害への備え及び対応、防災教育のあり方などを示した

「学校における防災の手引」の見直し・改訂を行うとともに、県立学校

や各市町教育委員会に活用を働きかける。 

 

目標項目 
現状 

（24 年度末） 

目標 
（27 年度末） 

目標 
（29 年度末） 

「学校における防災の手引」の活

用の働きかけ 

－ 29 市町/年 29 市町/年 

－ 全県立学校/年 全県立学校/年 

  

教育委員会 

(他の取組主体） 

市町 

■教職員研修の充実 

初任者、５年、10 年、新任管理職研修等に防災教育の内容を盛り込

む。 

 

目標項目 
現状 

（24 年度末） 

目標 
（27 年度末） 

目標 
（29 年度末） 

初任者、５年、10 年、新任管理職

研修等で防災教育研修を実施し

た割合 

100% 100% 100% 

  

教育委員会 

(他の取組主体） 

市町 

■家庭の耐震化につながる防災教育の実施（再掲） 

防災啓発素材の活用、防災講話の実施や防災ノート等を使っての児童

生徒の防災教育をきっかけとして、住宅の耐震化や家具類の固定化が促

進されるよう啓発する。 

 

目標項目 
現状 

（24 年度末） 

目標 
（27 年度末） 

目標 
（29 年度末） 

学校に対する防災啓発（学習）実

施回数（累計） 
28 回 128 回 172 回 

防災ノート等を使用して家具類の

固定化等の防災対策の啓発を行

っている学校の割合 

－ 
H25 学校防災

取組状況調査 

をふまえ設定 

H25 学校防災

取組状況調査 

をふまえ設定 

  

防災対策部 

県土整備部 

教育委員会

(他の取組主体） 

県民 

市町 

■幼稚園・小中学校における地震体験啓発の実施 

幼稚園、保育園、小中学校、特別支援学校等において防災啓発車を活

用して啓発を実施する。 

 

目標項目 
現状 

（24 年度末） 

目標 
（27 年度末） 

目標 
（29 年度末） 

地震体験啓発を行った学校（園）

数 
277 校・園/年 310 校・園/年 330 校・園/年 

  

防災対策部 

(他の取組主体） 

市町 

 52 



53 第５章 行動計画 （災害予防・減災対策） 
 

行動項目 主担当部 

■三重県総合博物館と連携した防災啓発の実施（再掲） 

児童生徒をはじめ県民の防災に関する学習活動を支援するため、三重

県総合博物館と連携した啓発を実施する。 

 

目標項目 
現状 

（24 年度末） 

目標 
（27 年度末） 

目標 
（29 年度末） 

啓発素材作成件数（累計） － ３件 ５件 

  

防災対策部 

環境生活部 
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54 第５章 行動計画 （災害予防・減災対策） 
 
 

(４)災害時要援護者への支援（予防対策） 

東日本大震災は、障がい者、高齢者、外国人住民等のうち、特別な支援や

配慮が必要となる人々への対策が課題であることを顕在化させました。 

発災時の備えとして、災害時要援護者個別支援計画*の作成促進、社会福祉

施設における耐震化の促進、防災関係者に対する研修の実施など、地域ぐる

みで要援護者を支援する準備を進めます。 

また、災害時要援護者の方に地域の防災訓練に参加していただくための働

きかけを行うなど、地域住民と連携・協力した取組も進めます。 

 

 

行動項目 主担当部 

■災害時要援護者の個別支援計画作成の促進 【選択・集中】 

市町の災害時要援護者個別支援計画が早期に完成するよう、支援を行

う。 

 

目標項目 
現状 

（24 年度末） 

目標 
（27 年度末） 

目標 
（29 年度末） 

作成済市町数 ８市町 14 市町 29 市町 

  

防災対策部 

(他の取組主体） 

市町 

■津波避難に関する三重県モデルの促進（再掲）【選択・集中】 

住民一人ひとりが作成する「Ｍｙまっぷラン」等を活用し、地域全体

での津波避難計画づくりへの支援を行うことにより、地域における津波

避難体制の整備を進める。 

 

目標項目 
現状 

（24 年度末） 

目標 
（27 年度末） 

目標 
（29 年度末） 

「Ｍｙまっぷラン」等取組市町数 ４市町 19 市町 19 市町 

  

防災対策部 

(他の取組主体） 

県民 

市町 

■障がい者、高齢者等の災害時要援護者が参画した避難訓練の実施の促

進 

市町や地域で行われる避難訓練に、障がい者、高齢者等の災害時要援

護者が参画するよう働きかけを行う。 

 

目標項目 
現状 

（24 年度末） 

目標 
（27 年度末） 

目標 
（29 年度末） 

災害時要援護者が参画した避難

訓練の実施回数 
８回/年 14 回/年 29 回/年 

  

防災対策部 

(他の取組主体） 

県民 

市町 
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55 第５章 行動計画 （災害予防・減災対策） 
 

行動項目 主担当部 

■災害時要援護者支援用具等の利用促進及び新たな支援用具等の研究・

開発促進 【選択・集中】 

けん引式車いす補助具など、災害発生時の要援護者の避難支援を補助

するための支援用具について、避難訓練やシンポジウムなど、さまざま

な機会を捉えた普及啓発により利用促進を図るとともに、「みえ防災・減

災センター（仮称）」と連携して県内企業等における新たな支援用具の研

究・開発を促進する。 

 

目標項目 
現状 

（24 年度末） 

目標 
（27 年度末） 

目標 
（29 年度末） 

普及・啓発回数（累計） － 20 件 40 件 

県内企業への公募の実施 － １回/年 １回/年 

  

防災対策部 

(他の取組主体） 

県民 

事業者 

市町 

■障がい福祉サービス施設の耐震化の促進 

障がい福祉サービスを実施する施設における利用者の安全・安心を確

保するため、施設の設置主体が実施する耐震改築等を促進する。 

 

目標項目 
現状 

（24 年度末） 

目標 
（27 年度末） 

目標 
（29 年度末） 

入所施設における耐震化率 98.0% 
100% 

（26 年度末） 
－ 

  

健康福祉部 

(他の取組主体） 

事業者 

■高齢者関係施設（特別養護老人ホーム等）の耐震化の促進 

高齢者関係入所施設の耐震化を促進することにより、入所者等の安全

を確保する。 

 

目標項目 
現状 

（24 年度末） 

目標 
（27 年度末） 

目標 
（29 年度末） 

耐震化率 99.2% 100% － 

  

健康福祉部 

(他の取組主体） 

事業者 

■児童福祉施設の耐震化の促進 

地震等の災害発生時に自力で避難することが困難な子どもが利用する

児童福祉施設の安全・安心を確保するため、施設における耐震改修等の

取組が進むよう働きかける。 

 

目標項目 
現状 

（24 年度末） 

目標 
（27 年度末） 

目標 
（29 年度末） 

耐震化率 86.6% 89.0% 92.0% 

  

健康福祉部 

(他の取組主体） 

事業者 

市町 
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56 第５章 行動計画 （災害予防・減災対策） 
 
 

行動項目 主担当部 

■災害時要援護者の避難に配慮した施設整備 

「三重県ユニバーサルデザインのまちづくり推進条例」の理念等をＰ

Ｒし、施設整備を担う人たちの意識向上を図り、施設等のバリアフリー

化の推進に努める。 

 

目標項目 
現状 

（24 年度末） 

目標 
（27 年度末） 

目標 
（29 年度末） 

商業施設などバリアフリー化施設

数 
2,303 施設 2,845 施設 3,232 施設 

  

健康福祉部 

(他の取組主体） 

事業者 

市町 

■避難用シェルターや防災ベッド等の利用促進 

震災時に迅速な行動がとりにくい障がい者や要介護の高齢者等の安全

確保を図るため、避難用シェルターや防災ベッド等の利用促進を図る。 

 

目標項目 
現状 

（24 年度末） 

目標 
（27 年度末） 

目標 
（29 年度末） 

取組支援市町数 29 市町/年 29 市町/年 29 市町/年 

  

防災対策部 

(他の取組主体） 

市町 

■災害時における障がい者の障がい特性についての理解を促進させる研

修の実施（再掲） 【選択・集中】 

自主防災組織や消防団、地域住民等を対象として、災害時要援護者の

当事者自らが講師となった研修を実施するなど、障がい者の障がい特性

についての理解を深めることにより、要援護者を支援する際の対応力を

高める。 

 

目標項目 
現状 

（24 年度末） 

目標 
（27 年度末） 

目標 
（29 年度末） 

研修実施回数 －  １回/年 １回/年 

  

防災対策部 

(他の取組主体） 

県民 

■外国人住民を対象とした防災啓発の実施（再掲）【選択・集中】 

外国人住民向けの防災訓練を市町、市町国際交流協会、外国人労働者

を雇用する企業等さまざまな主体と連携して実施する。また、こうした

取組を、市町で継続し、日本人住民と外国人住民のより良い関係づくり

や、将来災害時に地域の支援者となりうる外国人住民の育成につなげ

る。 

 

目標項目 
現状 

（24 年度末） 

目標 
（27 年度末） 

目標 
（29 年度末） 

外国人住民を対象とした防災訓練

実施回数 
２回/年 ２回以上/年 ２回以上/年 

  

環境生活部 

(他の取組主体） 

県民 

事業者 

市町 
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57 第５章 行動計画 （災害予防・減災対策） 
 

行動項目 主担当部 

■消防職員、消防団員の教育訓練の充実（再掲） 

災害時要援護者への支援など災害発生時に的確に対応し得る消防力の

確保、強化を図るため、消防職員、消防団員に対する教育訓練を実施す

る。 

 

目標項目 
現状 

（24 年度末） 

目標 
（27 年度末） 

目標 
（29 年度末） 

教育訓練に参加する職員・団員が

所属する市町数等 

29 市町 29 市町 29 市町 

15 消防本部 15 消防本部 15 消防本部 

  

防災対策部 

(他の取組主体） 

市町 

■民生委員・児童委員に対する研修の実施（再掲） 

民生委員・児童委員への研修事業のカリキュラムに、災害時要援護者

への支援など防災に関する項目を追加することにより、民生委員・児童

委員の防災意識のさらなる向上を図る。 

 

目標項目 
現状 

（24 年度末） 

目標 
（27 年度末） 

目標 
（29 年度末） 

研修受講率 － 100% 100% 

  

健康福祉部 

(他の取組主体） 

事業者 
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58 第５章 行動計画 （災害予防・減災対策） 
 
 

(５)地震・津波に強いまちづくりの推進 

大規模な地震・津波の発生に備えるため、道路、海岸堤防、河川堤防、港

湾等の公共施設など社会基盤施設について、その機能を確保するための対策

を進めます。 

また、高速道路等のミッシングリンク*（未開通区間）の解消など、緊急時

の救助・救援、災害時の復旧・復興を担う高規格幹線道路*の整備促進、早期

供用に向けた取組も進めます。 

 

 

行動項目 主担当部 

■高速道路等のミッシングリンク(未開通区間）の解消 【選択・集中】 

ミッシングリンクとなっている高速道路等の未事業化区間の早期事業

化など、緊急時の救助・救援、災害時の復旧・復興を担うとともに、産

業・経済活動を支える高規格幹線道路の整備促進、早期供用に向けた取

組を進める。 

 

目標項目 
現状 

（24 年度末） 

目標 
（27 年度末） 

目標 
（29 年度末） 

高規格幹線道路の供用延長 216.0km 250.5km 250.5km 

  

県土整備部 

(他の取組主体） 

事業者 

■緊急輸送道路*の整備 【選択・集中】 

災害時に人員や物資などの交通（輸送）が確保されるよう緊急輸送道

路に指定されている県管理道路の整備を推進する。 

 

目標項目 
現状 

（24 年度末） 

目標 
（27 年度末） 

目標 
（29 年度末） 

第１次および第２次緊急輸送道路

に指定されている県管理道路（91

路線）の改良率 

91.2% 94.5% 94.5% 

  

県土整備部 

■道路啓開*対策の推進 【選択・集中】 

迅速な道路啓開を展開するため、熊野灘沿岸の建設事務所管内で資材

を備蓄する道路啓開基地*の整備を行うとともに、代替路の確保が困難な

箇所が津波に対して粘り強い構造となるように、道路構造を強化する。 

 

目標項目 
現状 

（24 年度末） 

目標 
（27 年度末） 

目標 
（29 年度末） 

道路啓開基地の整備（累計） １箇所 12 箇所 12 箇所 

道路構造の強化（累計） ４箇所 20 箇所 20 箇所 

  

県土整備部 

 58 



59 第５章 行動計画 （災害予防・減災対策） 
 

行動項目 主担当部 

■鉄道施設の耐震対策の促進 

より多くの鉄道利用者の安全を確保する観点から、主要駅や高架橋の

耐震対策を促進する。 

 

目標項目 
現状 

（24 年度末） 

目標 
（27 年度末） 

目標 
（29 年度末） 

鉄道駅の耐震化支援駅数 － １駅 － 

高架橋の耐震化支援箇所数 － ３箇所 － 

  

地域連携部 

(他の取組主体） 

事業者 

市町 

■海岸堤防における地震・津波対策の推進 【選択・集中】 

大規模地震発生時の津波からの被害軽減を図るため、海岸堤防等の海

岸保全施設について、脆弱箇所の補強対策及び耐震対策を実施するとと

もに、必要な整備を進める。 

さらに、地震被害想定調査において設定される海岸部における津波高

等をもとに、津波対策の検討を進める。 

 

目標項目 
現状 

（24 年度末） 

目標 
（27 年度末） 

目標 
（29 年度末） 

農地・漁港海岸保全施設等整備

延長（累計） 
1,983m 4,134m 4,604m 

脆弱化した海岸堤防の補強対策

箇所（累計） 
55 箇所 200 箇所 200 箇所 

  

農林水産部 

県土整備部 

■河川堤防における地震・津波対策の推進 【選択・集中】 

県が管理する河川堤防のうち津波浸水予測区域内の堤防について、津

波の河川遡上による被害を軽減させるため、脆弱箇所の補強を行うとと

もに、河川改修に合わせた耐震対策を進める。 

さらに、地震被害想定調査において設定される海岸部における津波高

等をもとに、津波対策の検討を進める。 

 

目標項目 
現状 

（24 年度末） 

目標 
（27 年度末） 

目標 
（29 年度末） 

脆弱化した河川堤防の補強対策

箇所（累計） 
０箇所 101 箇所 183 箇所 

  

県土整備部 
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60 第５章 行動計画 （災害予防・減災対策） 
 
 

行動項目 主担当部 

■港湾施設の防災・減災対策の推進 

東日本大震災において被災しても倒壊にまで至らなかった施設は、一

定の減災効果を発揮したことから、さらなる津波被害等の軽減を図るた

め、港湾施設の老朽化対策や耐震対策を推進する。 

 

目標項目 
現状 

（24 年度末） 

目標 
（27 年度末） 

目標 
（29 年度末） 

対策に着手する港湾（累計） ２港湾 ３港湾 ３港湾 

  

県土整備部 

■漁港施設の防災・減災対策の推進 

離島及び交通脆弱地にある漁港について、緊急時における物資輸送拠

点とするため、耐震強化岸壁の整備を進める。また、津波による漁港及

び背後集落の被害軽減を図るため、防波堤の改修等を行うなど、漁港施

設の機能を強化する。 

 

目標項目 
現状 

（24 年度末） 

目標 
（27 年度末） 

目標 
（29 年度末） 

耐震強化岸壁に着手した漁港（累
計） 

１漁港 ３漁港 ３漁港 

粘り強い構造を有する施設に着手
した漁港（累計） 

１漁港 ２漁港 ３漁港 

  

農林水産部 

■水門・排水機場の耐震化の推進 

県が管理する河川の水門・排水機場のうち津波浸水予測区域内の被災

後の復旧が特に困難な施設について、耐震化を行う。 

 

目標項目 
現状 

（24 年度末） 

目標 
（27 年度末） 

目標 
（29 年度末） 

対策を実施した施設数（累計） ０施設 ３施設 10 施設 

  

県土整備部 

■陸閘*の開閉動力化の推進 

津波による被害を軽減するため、陸閘の開閉操作の動力化を行う。 

 

目標項目 
現状 

（24 年度末） 

目標 
（27 年度末） 

目標 
（29 年度末） 

動力化した箇所数（累計） 112 箇所 122 箇所 122 箇所 

  

県土整備部 
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61 第５章 行動計画 （災害予防・減災対策） 
 

行動項目 主担当部 

■下水道施設の耐震化 

ハード整備とソフト対策を適切に組み合わせた地震対策計画を策定す

るとともに、施設の耐震診断を実施し、必要に応じて施設の耐震化を進

める。 

 

目標項目 
現状 

（24 年度末） 

目標 
（27 年度末） 

目標 
（29 年度末） 

液状化によるマンホールの浮上防

止（累計） 
０箇所 10 箇所 30 箇所 

  

県土整備部 

■農業集落排水施設の耐震検討及び耐震化 

県内にある農業集落排水施設のうち、避難所等の地域防災対策上必要

と定めた施設からの排水を受ける施設や管路及び緊急輸送道路等に埋設

されている管路について、必要な耐震検討及び耐震化を行う。 

 

目標項目 
現状 

（24 年度末） 

目標 
（27 年度末） 

目標 
（29 年度末） 

耐震検討及び耐震化施設数（累
計） 

54 施設 60 施設 62 施設 

  

農林水産部 

(他の取組主体） 

市町 

■漁船や養殖施設の減災対策の促進 

津波漂流物による二次的な被害を軽減するため、関係事業者に減災対

策の取組を啓発するとともに、養殖施設の構造検証及び改良の取組に対

して支援を行う。 

 

目標項目 
現状 

（24 年度末） 

目標 
（27 年度末） 

目標 
（29 年度末） 

漁船の係留にかかる減災対策の

啓発 
－ ２回/年 ２回/年 

養殖施設の減災対策に取り組ん

だ地区数（累計） 
－ ２地区 ４地区 

 
 

農林水産部 

(他の取組主体） 

事業者 

市町 
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62 第５章 行動計画 （災害予防・減災対策） 
 
 

行動項目 主担当部 

■老朽化した土地改良施設の修繕・補修 

県内にある国営・県営等で造成された土地改良施設（排水機場・頭首

工等）のうち、老朽化が著しく地震等の災害発生時に、農地や一般公共

施設に被害を及ぼす恐れのある施設について、必要な機能保全対策等を

行う。 

 

目標項目 
現状 

（24 年度末） 

目標 
（27 年度末） 

目標 
（29 年度末） 

整備着手地区数（累計） 29 地区 36 地区 42 地区 

  

農林水産部 

(他の取組主体） 

市町 

■農業用ため池等における土砂災害対策の推進 

農業用ため池や地すべり防止施設のうち、老朽化が著しく、大規模地

震が発生し崩壊した場合、人命等に被害が及ぶ施設について、必要に応

じて耐震化を進める。 

 

目標項目 
現状 

（24 年度末） 

目標 
（27 年度末） 

目標 
（29 年度末） 

整備着手箇所数（累計） ９箇所 14 箇所 22 箇所 

  

農林水産部 

(他の取組主体） 

市町 

■農業用ため池決壊等にかかるハザードマップの作成 

農業用ため池決壊時の被害を最小化するため、ハザードマップの作成

を促進する。 

 

目標項目 
現状 

（24 年度末） 

目標 
（27 年度末） 

目標 
（29 年度末） 

働きかけを行った市町数 － 26 市町/年 26 市町/年 

 
 

農林水産部 

(他の取組主体） 

市町 
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63 第５章 行動計画 （災害予防・減災対策） 
 

(６)重要施設の耐震化 

児童生徒の安全を確保するための学校施設をはじめ、災害医療の拠点とな

る病院施設、障がい者や高齢者等が入所する社会福祉施設、多くの人々が利

用する大規模建築物、災害対策の拠点となる県庁舎など、重要施設の耐震化

の取組を進めます。 

また、建物内での被害を防ぐため、天井等の非構造部材*の耐震対策につい

ても取組を進めます。 

 

 

行動項目 主担当部 

■公立小中学校の耐震化の促進 

耐震化未完了の市町に対して、早期の耐震化完了に向け働きかける。 

 

目標項目 
現状 

（24 年度末） 

目標 
（27 年度末） 

目標 
（29 年度末） 

耐震化率 
97.5% 

(25.4.1） 

99.2% 

(28.4.1） 

99.6% 

(30.4.1） 

  

教育委員会 

(他の取組主体） 

市町 

■公立小中学校の非構造部材の耐震化の促進 

市町に対して、非構造部材の耐震点検と耐震対策の早期の実施を働き

かける。 

 

目標項目 
現状 

（24 年度末） 

目標 
（27 年度末） 

目標 
（29 年度末） 

耐震対策実施率（※） 
0.0% 

(25.4.1) 

64.5% 

(28.4.1） 

71.0% 

(30.4.1） 

  ※屋内運動場等における吊り天井等の耐震対策実施率 

  

教育委員会 

(他の取組主体） 

市町 

■私立学校の耐震化の促進 

昭和 56 年５月 31 日以前の耐震基準（以下「旧耐震基準」という。）で

建設された私立学校の校舎等のうち、耐震性が確保されていない学校を

設置する学校法人に対して耐震化を働きかける。 

 

目標項目 
現状 

（24 年度末） 

目標 
（27 年度末） 

目標 
（29 年度末） 

私立学校の耐震化率 90.1% 92.4% 100% 

  

環境生活部 

(他の取組主体） 

事業者 
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64 第５章 行動計画 （災害予防・減災対策） 
 
 

行動項目 主担当部 

■県立学校耐震化完了に向けた工事の実施 

県立学校の建物について、平成 25年度の耐震化完了に向け取り組む。 

 

目標項目 
現状 

（24 年度末） 

目標 
（27 年度末） 

目標 
（29 年度末） 

耐震化率 
99.4% 

(25.4.1） 

100% 

(26.4.1） 
－ 

  

教育委員会 

■県立学校の非構造部材の耐震対策の実施 

県立学校の非構造部材について、平成 24 年度に実施した専門家による

点検の結果をふまえ、耐震対策に取り組む。 

 

目標項目 
現状 

（24 年度末） 

目標 
（27 年度末） 

目標 
（29 年度末） 

耐震対策実施率 
4.1% 

(25.4.1） 
100% － 

  

教育委員会 

■災害拠点病院*等の耐震化の推進 【選択・集中】 

災害拠点病院、二次救急医療機関*等における耐震化を進める。 

 

目標項目 
現状 

（24 年度末） 

目標 
（27 年度末） 

目標 
（29 年度末） 

耐震化率 68.6% 82.9% 91.4% 

  

健康福祉部 

(他の取組主体） 

事業者 

■障がい福祉サービス施設の耐震化の促進（再掲） 

障がい福祉サービスを実施する施設における利用者の安全・安心を確

保するため、施設の設置主体が実施する耐震改築等を促進する。 

 

目標項目 
現状 

（24 年度末） 

目標 
（27 年度末） 

目標 
（29 年度末） 

入所施設における耐震化率 98.0% 
100% 

（26 年度末） 
－ 

  

健康福祉部 

(他の取組主体） 

事業者 

■高齢者関係施設（特別養護老人ホーム等）の耐震化の促進（再掲） 

高齢者関係入所施設の耐震化を促進することにより、入所者等の安全

を確保する。 

 

目標項目 
現状 

（24 年度末） 

目標 
（27 年度末） 

目標 
（29 年度末） 

耐震化率 99.2% 100% － 

  

健康福祉部

(他の取組主体） 

事業者 
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65 第５章 行動計画 （災害予防・減災対策） 
 

行動項目 主担当部 

■児童福祉施設の耐震化の促進（再掲） 

地震等の災害発生時に自力で避難することが困難な子どもが利用する

児童福祉施設の安全・安心を確保するため、施設における耐震改修等の

取組が進むよう働きかける。 

 

目標項目 
現状 

（24 年度末） 

目標 
（27 年度末） 

目標 
（29 年度末） 

耐震化率 86.6% 89.0% 92.0% 

  

健康福祉部 

(他の取組主体） 

事業者 

市町 

■放課後児童クラブにおける耐震対策の促進 

放課後児童クラブを実施するための施設の耐震化、施設内の本棚やロ

ッカー等の固定化など、耐震対策を促進する。 

 

目標項目 
現状 

（24 年度末） 

目標 
（27 年度末） 

目標 
（29 年度末） 

働きかけを行った市町数 － 29 市町/年 29 市町/年 

  

健康福祉部 

(他の取組主体） 

市町 

■多数の者が利用する建築物の耐震化の促進 

旧耐震基準で建築されたホテル・病院・物販店舗等の不特定多数の者

が利用する大規模建築物について、市町と連携し、耐震化を促進する。 

 

目標項目 
現状 

（24 年度末） 

目標 
（27 年度末） 

目標 
（29 年度末） 

耐震化率 
81.0% 

(23 年度末) 
90.0% 

26 年度末 

までに設定 

  

県土整備部 

(他の取組主体） 

県民 

事業者 

市町 

■大規模空間建築物の天井の脱落防止対策の促進 

大規模地震時に、大規模空間建築物の天井の脱落等を防止するため、

市町と連携し、防止対策を推進する。 

 

目標項目 
現状 

（24 年度末） 

目標 
（27 年度末） 

目標 
（29 年度末） 

啓発実施回数 ２回/年 ２回/年 ２回/年 

  

県土整備部 

(他の取組主体） 

県民 

事業者 

市町 
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66 第５章 行動計画 （災害予防・減災対策） 
 
 

行動項目 主担当部 

■県有建築物の耐震化の推進 

県が所有する建築物のうち、旧耐震基準で建設された建築物につい

て、耐震化を進める。 

 

目標項目 
現状 

（24 年度末） 

目標 
（27 年度末） 

目標 
（29 年度末） 

耐震化率 99.0% 100% － 

  

防災対策部 

総務部 

農林水産部 

警察本部 

■県庁各職場における書庫や事務機器等の地震対策の実施 

県の各職場において、職場巡視を活用し、書庫や事務機器等の固定化

等ができていない未改善箇所について対策を進める。 

 

目標項目 
現状 

（24 年度末） 

目標 
（27 年度末） 

目標 
（29 年度末） 

耐震対策実施率 79.4% 90.0% 100% 

  

総務部 
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67 第５章 行動計画 （災害予防・減災対策） 
 

(７)安全な避難空間の確保 

迅速かつ円滑な避難が行われるためには、避難路、避難場所、避難施設な

ど安全な避難空間を確保することが重要です。 

市町が主体的に実施する避難路の整備や津波からの避難施設の整備を促進

するほか、急傾斜地崩壊防止施設*の整備を進め避難路や避難場所の保全に取

り組みます。 

また、道路の途絶を防ぐための電線類の地中化、避難行動中の路上での二

次被害防止のための沿道のブロック塀の倒壊防止、屋外広告板の落下防止等

にも取り組みます。 

 

 

行動項目 主担当部 

■市町が進める津波避難路の整備促進 

市町の津波避難計画に基づき、住民が避難するために必要となる避難

路について、その整備に向けた支援を行う。 

 

目標項目 
現状 

（24 年度末） 

目標 
（27 年度末） 

目標 
（29 年度末） 

取組支援市町数 19 市町/年 19 市町/年 19 市町/年 

  

防災対策部 

(他の取組主体） 

市町 

■津波避難のための新たな施設、設備の整備促進 

市町の津波避難計画に基づき、住民が避難するために必要となる避難

マウンド*、ライフジャケット等について、その整備に向けた支援を行

う。 

 

目標項目 
現状 

（24 年度末） 

目標 
（27 年度末） 

目標 
（29 年度末） 

取組支援市町数 － ３市町/年 ６市町/年 

  

防災対策部 

(他の取組主体） 

市町 

■津波避難ビル等にかかるガイドライン*に基づく安全性の点検促進 

庁舎、学校、病院、避難所、避難場所等の施設にかかる、津波からの

安全性について、ガイドラインに基づく点検を促進する。 

 

目標項目 
現状 

（24 年度末） 

目標 
（27 年度末） 

目標 
（29 年度末） 

働きかけを行った市町数 － 19 市町/年 19 市町/年 

  

防災対策部 

(他の取組主体） 

市町 
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68 第５章 行動計画 （災害予防・減災対策） 
 
 

行動項目 主担当部 

■災害発生時に避難路となる農道及び漁港関連道の整備 

農山漁村地域において、集落や漁港と幹線道路等を結ぶ避難路として

重要となる農道及び漁港関連道の整備を進める。 

 

目標項目 
現状 

（24 年度末） 

目標 
（27 年度末） 

目標 
（29 年度末） 

整備着手箇所数（累計） ７箇所 12 箇所 12 箇所 

漁港関連道の整備箇所数（累計） １箇所 １箇所 １箇所 

  

農林水産部 

(他の取組主体） 

市町 

■急傾斜地崩壊防止施設整備による安全な避難空間の確保 

津波浸水予測区域内の急傾斜地崩壊危険箇所において、急傾斜地崩壊

防止施設を整備することにより、避難地、避難路の保全に取り組む。 

 

目標項目 
現状 

（24 年度末） 

目標 
（27 年度末） 

目標 
（29 年度末） 

施設整備箇所数（累計） 55 箇所 70 箇所 77 箇所 

  

県土整備部 

■避難場所となるオープンスペース（公園緑地等）の確保 

大規模地震が発生した場合、避難場所として利用できる、オープンス

ペースの確保を進める。 

 

目標項目 
現状 

（24 年度末） 

目標 
（27 年度末） 

目標 
（29 年度末） 

都市計画区域内一人当りの都市

公園面積 

9.66 ㎡/人 

(23 年度末) 
9.89 ㎡/人 10.04 ㎡/人 

  

県土整備部 

(他の取組主体） 

市町 

■電線類地中化の推進 

大規模地震が発生した場合、電柱の倒壊により道路交通が阻害され、

避難や復旧活動に障害が及ぶことが想定される。このため、電線類の地

中化を進め、災害時にも確実な避難や応急対策活動ができるよう道路の

安全性を高める。 

 

目標項目 
現状 

（24 年度末） 

目標 
（27 年度末） 

目標 
（29 年度末） 

事業完了箇所（累計） 17 箇所 19 箇所 21 箇所 

  

県土整備部 

(他の取組主体） 

事業者 
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69 第５章 行動計画 （災害予防・減災対策） 
 

行動項目 主担当部 

■ブロック塀の耐震対策の促進（再掲） 

ブロック塀等の倒壊または転倒による災害を防止し、ブロック塀等の

安全を確保するため、耐震対策の啓発を行う。 

 

目標項目 
現状 

（24 年度末） 

目標 
（27 年度末） 

目標 
（29 年度末） 

啓発実施回数 － ２回/年 ２回/年 

  

防災対策部 

県土整備部 

(他の取組主体） 

県民 

市町 

■屋外広告板・窓ガラス等落下物の安全対策の促進 

一定規模以上等の建築物の所有者に対して、建築物に設置された屋外

広告板・窓ガラス等、大規模地震時に落下の恐れのあるものについて、

特定行政庁と連携を図り、安全対策の実施を推進する。 

 

目標項目 
現状 

（24 年度末） 

目標 
（27 年度末） 

目標 
（29 年度末） 

啓発実施回数 ２回/年 ２回/年 ２回/年 

  

県土整備部 

(他の取組主体） 

県民 

事業者 

市町 

■自動販売機の耐震対策の促進 

飲料水、酒類、たばこ等の自動販売機の耐震対策を促進する。 

 

目標項目 
現状 

（24 年度末） 

目標 
（27 年度末） 

目標 
（29 年度末） 

働きかけを行った市町数 － 29 市町/年 29 市町/年 

  

防災対策部 

(他の取組主体） 

事業者 

■防災上の支障となる空き家の対策にかかる市町支援の検討 

防災の観点での市町の空き家対策について、国の動向も注視しなが

ら、市町に対する支援体制や支援のあり方等について検討する。 

 

目標項目 
現状 

（24 年度末） 

目標 
（27 年度末） 

目標 
（29 年度末） 

支援体制や支援のあり方について

の検討の実施 
－ 検討完了 － 

  

防災対策部 

県土整備部 

(他の取組主体） 

市町 
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70 第５章 行動計画 （災害予防・減災対策） 
 
 

行動項目 主担当部 

■エレベーター閉じ込め事故対策の促進 

エレベーターの管理者等に対して、大規模地震時に乗客の安全を確保

するためにエレベーターを最寄の階に停止させる地震時管制運転装置等

の設置を促進する。 

 

目標項目 
現状 

（24 年度末） 

目標 
（27 年度末） 

目標 
（29 年度末） 

啓発実施回数 － 1 回/年 1 回/年 

  

県土整備部 

(他の取組主体） 

事業者 

市町 
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71 第５章 行動計画 （災害予防・減災対策） 
 

(８)企業防災活動の促進 

地域防災の重要な一翼を担っている企業の被災は、地域経済や雇用にも大

きな影響を及ぼします。「みえ企業等防災ネットワーク*」を活用し、企業防

災人材の育成、業務継続計画（BCP）*の策定促進、企業と地域との連携の

促進など、企業防災力の向上を支援します。 

また、神宮式年遷宮を機に三重県への注目が集まるなか、本県を訪れる観

光客の安全対策は急務の課題です。県内観光地の防災対策を促進するための

検討を行うほか、観光事業者や観光関係団体を対象とした研修等の取組も進

めます。 

 

 

行動項目 主担当部 

■みえ企業等防災ネットワークを通じた企業防災力の向上 

みえ企業等防災ネットワークの活動（分科会、全体会、研修等）を通

して、参加企業の防災力を向上させる。 

 

目標項目 
現状 

（24 年度末） 

目標 
（27 年度末） 

目標 
（29 年度末） 

みえ企業等防災ネットワーク参加

企業数 
200 社 230 社 250 社 

  

防災対策部 

雇用経済部 

(他の取組主体） 

事業者 

■企業防災担当者の人材育成（再掲） 

企業を対象とした防災に関する研修を開催するとともに、企業が独自

に実施する研修の支援を行う。 

 

目標項目 
現状 

（24 年度末） 

目標 
（27 年度末） 

目標 
（29 年度末） 

開催回数 ５回/年 ５回/年 ５回/年 

  

防災対策部 

雇用経済部 

(他の取組主体） 

事業者 

■事業所等における業務継続計画（ＢＣＰ）策定の促進 

業務継続計画（ＢＣＰ）の策定など、事業者等における自主的な防災

対策を促進するため、講習会の開催や広報活動による周知を実施する。 

 

目標項目 
現状 

（24 年度末） 

目標 
（27 年度末） 

目標 
（29 年度末） 

事業所等へのＢＣＰに関する説明

会等回数（累計） 
12 回 50 回 75 回 

  

防災対策部 

雇用経済部 

(他の取組主体） 

事業者 
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72 第５章 行動計画 （災害予防・減災対策） 
 
 

行動項目 主担当部 

■主要観光地の防災対策にかかる課題検討の場づくり 【選択・集中】 

観光事業者や観光関係団体、市町等が主体的に観光地の防災対策に取

り組むことができるよう、津波からの避難誘導や帰宅支援など観光客の

安全・安心を確保するための課題検討を行う場を設けることにより、具

体的な対策を促進する。 

 

目標項目 
現状 

（24 年度末） 

目標 
（27 年度末） 

目標 
（29 年度末） 

検討テーマ数（累計） － ３テーマ ６テーマ 

  

防災対策部 

雇用経済部 

(他の取組主体） 

事業者 

市町 

■観光事業者・観光関係団体を対象とした防災面からの人材育成（再

掲） 【選択・集中】 

県内観光地の防災・減災対策を促進するため、観光事業者・観光関係

団体の職員を対象として、意識の啓発や知識の習得など人材の育成に取

り組む。 

 

目標項目 
現状 

（24 年度末） 

目標 
（27 年度末） 

目標 
（29 年度末） 

研修会・セミナー等の開催回数 － ５回/年 ５回/年 

  

防災対策部 

雇用経済部 

(他の取組主体） 

事業者 

市町 

■従業員の消防団、自主防災組織等への参加促進 

企業に勤める従業員の能力や行動力を、地域の防災力向上に生かして

いくため、従業員の消防団、自主防災組織等への参加について、理解が

進むよう企業に対する啓発を実施する。 

 

目標項目 
現状 

（24 年度末） 

目標 
（27 年度末） 

目標 
（29 年度末） 

消防団協力事業所数 179 事業所 200 事業所 220 事業所 

  

防災対策部 

(他の取組主体） 

事業者 

市町 

■液状化危険度予測の県民・事業者等への周知（再掲） 

県民や事業者が必要な地盤対策を実施することができるよう、液状化

危険度予測にかかる情報について、県ホームページをはじめ、地域や事

業所等での防災講話の実施など、さまざまな手段を用いて広報する。 

 

目標項目 
現状 

（24 年度末） 

目標 
（27 年度末） 

目標 
（29 年度末） 

啓発回数 － 50 回/年 50 回/年 

  

防災対策部 
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73 第５章 行動計画 （災害予防・減災対策） 
 

(９)産業保安の確保 

石油コンビナート等の危険物施設は、大規模な地震・津波による災害リス

クを事前に想定しておくことが重要です。 

事業者の理解と協力を得て、被害を最小限にとどめるための対策を促進す

るとともに、立入検査や保安検査を徹底することで、確実な被害防止に取り

組みます。 

 

 

行動項目 主担当部 

■石油コンビナート等防災アセスメント調査*の実施 

石油コンビナートで起こりうる災害の形態、規模や影響などを事前に

把握し、コンビナートの防災対策推進を図る。 

 

目標項目 
現状 

（24 年度末） 

目標 
（27 年度末） 

目標 
（29 年度末） 

アセスメント調査結果に基づく石
油コンビナート等防災計画*の修正 

－ 修正完了 － 

  

防災対策部 

■高圧ガス製造施設等への立入検査・保安検査の徹底 

高圧ガス等を取り扱う事業者に対して、保安検査、立入検査等を実施

し、地震・津波対策の徹底を図る。 

 

目標項目 
現状 

（24 年度末） 

目標 
（27 年度末） 

目標 
（29 年度末） 

保安検査、立入検査等の実施回

数 
400 回以上/年 400 回以上/年 400 回以上/年 

  

防災対策部 

(他の取組主体） 

事業者 

■危険物等施設の安全管理者に対する講習会の実施 

危険物等施設の安全管理者に対する講習会を実施し、危険物等施設の

安全対策を促進する。 

 

目標項目 
現状 

（24 年度末） 

目標 
（27 年度末） 

目標 
（29 年度末） 

講習会開催回数 20回/年 20回/年 20回/年 

  

防災対策部 

(他の取組主体） 

事業者 

市町 
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75 第５章 行動計画 （発災後対策） 
 

 

行動項目 主担当部 

■災害対策本部における初動期の機能・体制の確保・強化 【選択・集中】 

初動体制等にかかる災害対策本部活動計画の見直しを行い、災害時に

迅速な対応を行うことができるよう、職員に周知するとともに、その検

証を行う。 

 

目標項目 
現状 

（24 年度末） 

目標 
（27 年度末） 

目標 
（29 年度末） 

災害対策本部活動計画の見直し － 見直し完了 － 

  

防災対策部 

■新たな防災情報プラットフォームの構築 【選択・集中】 

災害対策本部の活動を支援するとともに、県民に分かりやすい情報を

発信するため、新しい防災情報プラットフォームを構築する。 

 

目標項目 
現状 

（24 年度末） 

目標 
（27 年度末） 

目標 
（29 年度末） 

システムの運用開始 － 
基本計画の 

策定完了 
運用 

  

防災対策部 

(他の取組主体） 

市町 

■三重県業務継続計画（ＢＣＰ）の策定 【選択・集中】 

大規模災害発生時における災害対策活動に加え、通常業務のうち継続

または早期復旧の必要がある業務を、非常時優先業務として実施する態

勢を確保するため、三重県業務継続計画（ＢＣＰ）を策定する。 

 

目標項目 
現状 

（24 年度末） 

目標 
（27 年度末） 

目標 
（29 年度末） 

計画策定 － 策定完了 － 

  

防災対策部 

■総合防災訓練（実動訓練）の実施（再掲）【選択・集中】 

東日本大震災の課題をふまえ、「訓練でできないことはいざ災害の時に

も絶対にできない」という視点から、住民参加による防災力の向上及び

防災関係機関等相互の連携を強化しつつ、地域課題や重点的に取り組む

べき課題などテーマに応じた実践的な訓練を実施する。 

 

目標項目 
現状 

（24 年度末） 

目標 
（27 年度末） 

目標 
（29 年度末） 

総合防災訓練の実施 1 回/年 1 回/年 1 回/年 

  

防災対策部 

(他の取組主体） 

県民 

事業者 

市町 
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76 第５章 行動計画 （発災後対策） 
 
 

行動項目 主担当部 

■図上訓練*の実施 

東日本大震災の課題をふまえ、市町、防災関係機関との連携を強化

し、災害対策本部及び地方災害対策部の災害対応力の向上を図るため、

図上訓練を実施する。 

 

目標項目 
現状 

（24 年度末） 

目標 
（27 年度末） 

目標 
（29 年度末） 

図上訓練の実施 11 回/年 11 回/年 11 回/年 

  

防災対策部 

(他の取組主体） 

事業者 

市町 

■防災関係機関との連携強化 

東日本大震災の災害対策活動から得た連携強化に資するさまざまな教

訓をもとに、対策を検討し防災関係機関との連携強化を推進することに

より、大規模災害時の応急体制の充実を図る。 

 

目標項目 
現状 

（24 年度末） 

目標 
（27 年度末） 

目標 
（29 年度末） 

連携会議の開催 １回/年 １回/年 １回/年 

  

防災対策部 

(他の取組主体） 

事業者 

■初動警察体制の強化 

大規模災害発生時における避難誘導、救出救助・捜索、交通対策、検

視*・身元確認等の警察活動を迅速かつ的確に実施するための体制及び装

備資機材の整備により初動警察体制の強化を図る。 

 

目標項目 
現状 

（24 年度末） 

目標 
（27 年度末） 

目標 
（29 年度末） 

非常参集訓練実施回数 １回/年 １回/年 １回/年 

現場活動用投光機を整備した警

察署数（累計） 
－ ９警察署 18 警察署 

  

警察本部 

■災害発生時における非常通信の確保 

東日本大震災発生時の通信途絶の発生状況をふまえ、現在県と市町の

間で定めている「非常通信ルート*」について見直しを進める。また、非

常通信ルートを使用した市町等との通信訓練を実施する。 

 

目標項目 
現状 

（24 年度末） 

目標 
（27 年度末） 

目標 
（29 年度末） 

非常通信ルートの見直し － 見直し完了 点検の実施/年 

訓練実施回数 １回以上/年 ２回以上/年 ２回以上/年 

  

防災対策部 

(他の取組主体） 

市町 
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77 第５章 行動計画 （発災後対策） 
 

行動項目 主担当部 

■災害対策本部機能継続のためのライフラインや燃料の確保 

災害応急対策期における災害対策機能を継続させるため、停電・断水

を想定した庁舎自家発電施設の燃料や水の確保方策について、地震被害

想定調査の結果に基づく再点検も含め、必要な検討を進める。 

 

目標項目 
現状 

（24 年度末） 

目標 
（27 年度末） 

目標 
（29 年度末） 

燃料や水の確保 － 検討完了 
燃料・水 

の確保 

  

防災対策部 

■災害対策本部活動スペースの確保の検討 

大規模地震発生時のより迅速な初動対応を実現するため、現在の災害

対策本部設置手法についての検証を行うとともに、災害対策本部活動に

必要となるスペースのあり方について検討を行う。 

 

目標項目 
現状 

（24 年度末） 

目標 
（27 年度末） 

目標 
（29 年度末） 

災害対策本部活動スペースの確

保 
－ 検証完了 

あり方検討

の完了 

  

防災対策部 

■津波浸水を考慮した参集のあり方及び災害対策本部代替機能の検討

【選択・集中】 

夜間の大津波発生を想定し、現在参集先となっている庁舎等への参集

のあり方について検証するとともに、参集困難を想定した暫定的な代替

参集拠点等について検討を進める。 

 

目標項目 
現状 

（24 年度末） 

目標 
（27 年度末） 

目標 
（29 年度末） 

参集方法と暫定的な代替参集拠

点等について検討・見直し 
－ 検証完了 見直し完了 

  

防災対策部 

■海底地震観測網を活用した情報の確保 【選択・集中】 

熊野灘に展開されている地震・津波観測監視システム（ＤＯＮＥＴ）*

等を活用し、大規模地震発生時の災害対策本部活動に資する情報確保に

向けた検討を行う。 

 

目標項目 
現状 

（24 年度末） 

目標 
（27 年度末） 

目標 
（29 年度末） 

基本構想の策定 － 策定完了 － 

  

防災対策部 
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78 第５章 行動計画 （発災後対策） 
 
 

行動項目 主担当部 

■職員の防災対策の推進 【選択・集中】 

災害時、県職員は災害対策本部の要員としての役割があることから、

その前提として、職員及び職員の家族が被災することのないよう、自宅

の耐震化、家具類の固定化等の取組を率先して進める。 

 

目標項目 
現状 

（24 年度末） 

目標 
（27 年度末） 

目標 
（29 年度末） 

耐震対策の状況調査の実施 － 
調査実施 

（26 年度末） 
調査実施 

取組促進に向けた働きかけ － 実施/年 実施/年 

  

防災対策部 

総務部 

■職員の情報伝達訓練の実施 

県職員の防災意識向上及び災害時に迅速な対応が行えるよう、全職員

を対象とした訓練を実施する。 

 

目標項目 
現状 

（24 年度末） 

目標 
（27 年度末） 

目標 
（29 年度末） 

訓練実施回数 ３回/年 ３回/年 ３回/年 

  

防災対策部 

■職員の防災研修の実施 

震災に関する豊富な知識と適切な判断力を身につけ、高い防災意識を

有することができるよう、職員への防災研修を実施する。 

 

目標項目 
現状 

（24 年度末） 

目標 
（27 年度末） 

目標 
（29 年度末） 

研修実施回数 ２回/年 ３回/年 ３回/年 

  

防災対策部 

■非常時に備えた通信統制訓練の実施 

大規模災害発生時は、県防災通信ネットワークの通信量の大幅な増加

が予想されることから、重要度の高い情報を適切に選択して収集・発信

することができるよう、通信統制操作マニュアルを作成するとともに、

通信統制訓練を実施する。 

 

目標項目 
現状 

（24 年度末） 

目標 
（27 年度末） 

目標 
（29 年度末） 

訓練実施回数 － １回/年 ２回/年 

  

防災対策部 

(他の取組主体） 

市町 
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79 第５章 行動計画 （発災後対策） 
 

行動項目 主担当部 

■防災関係機関による通信機器の操作習熟度の向上 

県が各防災関係機関に配備している通信機器は、通信、ＴＶ会議、移

動無線等さまざまな機能を備えていることから、これらの機能の有効活

用を図るため、防災関係機関による通信機器の操作の習熟度を高める。 

 

目標項目 
現状 

（24 年度末） 

目標 
（27 年度末） 

目標 
（29 年度末） 

説明会の開催回数 － １回/年 ２回/年 

  

防災対策部 

■防災行政無線*を操作する無線従事者の養成 

防災行政無線設備の操作または管理を行うためには、総務大臣の免許

を受けた無線従事者の選任が必要となるため、無線に関する一定の知

識・技能を身につけた無線従事者の育成を行う。 

 

目標項目 
現状 

（24 年度末） 

目標 
（27 年度末） 

目標 
（29 年度末） 

講習会の開催回数 １回以上/年 １回以上/年 １回以上/年 

  

防災対策部 

■交番・駐在所の防災機能の強化 

地域住民の安全・安心のよりどころであり、発災時、現地における最

前線基地となる重要な交番・駐在所について、防災面に配意した施設の

整備及び装備資機材の充実により機能強化を図る。 

 

目標項目 
現状 

（24 年度末） 

目標 
（27 年度末） 

目標 
（29 年度末） 

避難誘導資機材を配備した交番・

駐在所数（累計） 
50 か所 200 か所 － 

  

警察本部 

■災害時の出納業務の対応能力の向上 

出納業務にかかる非常時対応マニュアルの職員の対応習熟度の向上を

図る。 

 

目標項目 
現状 

（24 年度末） 

目標 
（27 年度末） 

目標 
（29 年度末） 

訓練実施回数 １回/年 １回/年 １回/年 

  

出納局 
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80 第５章 行動計画 （発災後対策） 
 
 

(11)災害時の情報収集・伝達体制の強化 

災害発生時には被災地の情報を迅速かつ確実に収集し、必要な対策に生か

していくことが重要です。 

災害対策本部活動を情報面から支援する新たな防災情報プラットフォーム

の構築をめざすほか、映像や画像を活用した災害情報を収集するための体制

整備、公共土木施設や建築物の被災状況を迅速に収集するための体制整備に

も取り組んでいきます。 

また、防災行政無線やメールなど多様な手段を用いて、県民の皆さんに災

害情報を伝えていくための取組についても進めていきます。 

 

 

行動項目 主担当部 

■新たな防災情報プラットフォームの構築（再掲） 【選択・集中】 

災害対策本部の活動を支援するとともに、県民に分かりやすい情報を

発信するため、新しい防災情報プラットフォームを構築する。 

 

目標項目 
現状 

（24 年度末） 

目標 
（27 年度末） 

目標 
（29 年度末） 

システムの運用開始 － 
基本計画の 

策定完了 
運用 

  

防災対策部 

(他の取組主体） 

市町 

■災害時における映像情報を活用した情報の共有化 

大規模災害時において、迅速かつ的確な状況判断や複数機関による情

報共有を円滑に進めるため、関係機関職員による県防災通信ネットワー

クを利用した映像情報共有訓練を実施する。 

また、遠方からの技術者の到着を待たず、各消防本部や県広域防災拠

点*に配備している可搬型衛星無線装置*を被災地に投入して映像情報配

信を行うことができるよう、消防本部職員等を対象とした装置操作訓練

を実施する。 

 

目標項目 
現状 

（24 年度末） 

目標 
（27 年度末） 

目標 
（29 年度末） 

訓練実施回数 － １回/年 ２回/年 

可搬型衛星無線装置による操作

訓練実施回数 
－ １回/年 ２回/年 

  

防災対策部 

(他の取組主体） 

市町 
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81 第５章 行動計画 （発災後対策） 
 

行動項目 主担当部 

■ヘリコプターテレビシステムを活用した画像情報の収集・伝達 

迅速かつ的確な災害応急対策の実施に有効なヘリコプターテレビシス

テムの機能確保及びこれを活用した画像情報の収集・伝達を行う。 

 

目標項目 
現状 

（24 年度末） 

目標 
（27 年度末） 

目標 
（29 年度末） 

画像情報の収集・伝達訓練の実

施回数 
２回/年 ２回/年 ２回/年 

  

警察本部 

■消防救急無線設備のデジタル化への移行促進 

「三重県消防救急無線デジタル化広域化整備計画」に基づき、消防救

急無線のデジタル方式への移行を促進する。 

 

目標項目 
現状 

（24 年度末） 

目標 
（27 年度末） 

目標 
（29 年度末） 

消防救急デジタル無線（共通波）

整備工事の進捗率 
0.0% 100% － 

  

防災対策部 

(他の取組主体） 

市町 

■災害時における迅速な被災状況の把握 

災害発生後の公共土木施設の被災状況を迅速に把握するため、建設企

業、測量設計企業との緊急時における協定に基づく情報伝達体制の強化

を進める。 

 

目標項目 
現状 

（24 年度末） 

目標 
（27 年度末） 

目標 
（29 年度末） 

災害を想定した訓練の実施 １回/年 １回/年 １回/年 

  

県土整備部 

(他の取組主体） 

事業者 

■被災建築物応急危険度判定コーディネーター*の確保 

大規模地震後、被災建築物応急危険度判定を実施する際に、応急危険

度判定実施本部と応急危険度判定士との連絡調整にあたるコーディネー

ターについて、市町単位で必要人数を確保する。 

 

目標項目 
現状 

（24 年度末） 

目標 
（27 年度末） 

目標 
（29 年度末） 

コーディネーター数の充足市町の

割合 
100% 100% 100% 

  

県土整備部 

(他の取組主体） 

市町 
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82 第５章 行動計画 （発災後対策） 
 
 

行動項目 主担当部 

■市町の防災行政無線（屋外スピーカー等）の総点検の結果をふまえた

改善 

緊急地震対策行動計画に基づく総点検の結果をふまえ、津波浸水によ

る影響が懸念される市町防災行政無線設備の適正配置や安定した電源確

保に向け、市町において改善が進むよう必要な協議を進める。 

 

目標項目 
現状 

（24 年度末） 

目標 
（27 年度末） 

目標 
（29 年度末） 

市町との協議 － 19 市町/年 19 市町/年 

  

防災対策部 

(他の取組主体） 

市町 

■「防災みえ.jp」メール配信サービス等への加入促進（再掲） 

「防災みえ.jp」メール配信サービスは、気象警報・注意報のほか地

震・津波情報等、多数の気象情報を配信していることから、県民の迅速

な避難行動を促すため、当該メール配信サービスへの加入促進を図る。

また、メール配信サービス以外に、利用可能な多様な手段を活用し情報

を提供する。 

 

目標項目 
現状 

（24 年度末） 

目標 
（27 年度末） 

目標 
（29 年度末） 

メール配信サービス登録者数 38,500 人 50,000 人 50,000 人 

多様な手段による情報提供 － 
提供のあり方 

検討完了 
情報提供 

  

防災対策部 

(他の取組主体） 

県民 

■緊急速報メール*の市町への導入促進 

大規模災害時にいち早く情報を伝える手段として、緊急速報メールの

導入が県内全市町において進むよう、３キャリア（NTT Docomo、KDDI、

Softbank）加入にまだ至っていない市町に対して導入促進を図る。 

 

目標項目 
現状 

（24 年度末） 

目標 
（27 年度末） 

目標 
（29 年度末） 

緊急速報メール３キャリア加入市

町数 
20 市町 29 市町 29 市町 

  

防災対策部 

(他の取組主体） 

市町 
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83 第５章 行動計画 （発災後対策） 
 

行動項目 主担当部 

■ＳＮＳ（ソーシャルネットワークサービス）を活用した情報提供のあ

り方検討 

東日本大震災では被災状況や安否確認等の情報のやり取りにＳＮＳが

活用されたことから、災害時における情報インフラの一つとしての活用

のあり方について検討を行う。 

 

目標項目 
現状 

（24 年度末） 

目標 
（27 年度末） 

目標 
（29 年度末） 

防災に関する情報提供手段として
の SNS の活用 

－ 
活用方針の 
策定完了 

活用 

  

防災対策部 

■外国人観光客の防災情報入手利便性の向上 

災害時を想定した 10 パターン程度のコミュニケーションカード*を主

要４言語（英語、中国語（繁体字・簡体字）、韓国語）で作成し、外国人

観光客を受け入れる観光事業者等に対して配布し、その活用を図る。 

 

目標項目 
現状 

（24 年度末） 

目標 
（27 年度末） 

目標 
（29 年度末） 

コミュニケーションカード作成・配
布数 

－ 
100 事業者 
（26 年度末） 

－ 

  

雇用経済部 

(他の取組主体） 

事業者 

市町 

 

 

 83 



84 第５章 行動計画 （発災後対策） 
 
 

(12)緊急輸送の確保と孤立の解消 

災害発生時には、迅速な救出・救助に必要な人員や物資など緊急輸送にか

かる交通手段を確保する必要があります。また、長期孤立の解消にも取り組

む必要があります。 

緊急輸送道路の整備を進めるとともに、沿道の建築物の耐震化を促進しま

す。また、迅速な道路啓開を展開できる態勢を確保するとともに、被災した

公共土木施設に対する応急復旧態勢の強化を進めていきます。 

また、陸上輸送に加え、空中輸送を有効活用するためのヘリコプターの燃

料確保対策、船舶による海上輸送を活用した体制の整備など、緊急輸送体制

の整備を進めます。 

 

 

行動項目 主担当部 

■発災時における集落の孤立可能性の把握 

災害時における集落の孤立可能性について把握するとともに、外部と

の通信確保に向けた備えとして、市町が実施する孤立化防止対策事業に

対して支援を行う。 

 

目標項目 
現状 

（24 年度末） 

目標 
（27 年度末） 

目標 
（29 年度末） 

孤立可能性集落の把握 － １回/年 １回/年 

  

防災対策部 

(他の取組主体） 

市町 

■緊急輸送道路の整備（再掲）【選択・集中】 

災害時に人員や物資などの交通（輸送）が確保されるよう緊急輸送道

路に指定されている県管理道路の整備を推進する。 

 

目標項目 
現状 

（24 年度末） 

目標 
（27 年度末） 

目標 
（29 年度末） 

第１次および第２次緊急輸送道路

に指定されている県管理道路（91

路線）の改良率 

91.2% 94.5% 94.5% 

  

県土整備部 
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85 第５章 行動計画 （発災後対策） 
 

行動項目 主担当部 

■緊急輸送道路沿いの一定規模以上の建築物の耐震化の促進 

県が指定する緊急輸送道路沿いの建築物で、大規模地震時に倒壊した

場合にその敷地に接する道路の通行を妨げ、多数の者の円滑な避難を困

難とする可能性のある建築物について、耐震化を促進する。 

 

目標項目 
現状 

（24 年度末） 

目標 
（27 年度末） 

目標 
（29 年度末） 

啓発実施回数 － 1 回/年 1 回/年 

  

県土整備部 

(他の取組主体） 

県民 

事業者 

市町 

■高速道路等のミッシングリンク(未開通区間）の解消（再掲）【選択・集

中】 

ミッシングリンクとなっている高速道路等の未事業化区間の早期事業

化など、緊急時の救助・救援、災害時の復旧・復興を担うとともに、産

業・経済活動を支える高規格幹線道路の整備促進、早期供用に向けた取

組を進める。 

 

目標項目 
現状 

（24 年度末） 

目標 
（27 年度末） 

目標 
（29 年度末） 

高規格幹線道路の供用延長 216.0km 250.5km 250.5km 

  

県土整備部 

(他の取組主体） 

事業者 

■道路啓開対策の推進（一部再掲）【選択・集中】 

迅速な道路啓開を展開するため、熊野灘沿岸の建設事務所管内で資材

を備蓄する道路啓開基地の整備を行うとともに、代替路の確保が困難な

箇所が津波に対して粘り強い構造となるように、道路構造を強化する。 

また、国、市町、建設企業と連携した迅速な道路啓開の態勢整備を推

進する。 

 

目標項目 
現状 

（24 年度末） 

目標 
（27 年度末） 

目標 
（29 年度末） 

道路啓開基地の整備（累計） １箇所 12 箇所 12 箇所 

道路構造の強化（累計） ４箇所 20 箇所 20 箇所 

道路啓開訓練の実施 １回/年 １回/年 １回/年 

  

県土整備部 

(他の取組主体） 

事業者 

 85 



86 第５章 行動計画 （発災後対策） 
 
 

行動項目 主担当部 

■緊急輸送ヘリコプターの燃料確保 【選択・集中】 

災害応急対策初動期の緊急輸送ヘリコプターの継続運用を可能とする

ため、航空燃料の備蓄貯蔵所の整備等を進める。 

 

目標項目 
現状 

（24 年度末） 

目標 
（27 年度末） 

目標 
（29 年度末） 

広域防災拠点への航空燃料保管 － 
貯蔵庫等

の建設完了 
運用 

  

防災対策部 

■ヘリポート、活動拠点に関する活用可能性の検証 

地震被害想定調査結果を用いて、ヘリポート、活動拠点（候補地）の

活用可能性について検証する。 

 

目標項目 
現状 

（24 年度末） 

目標 
（27 年度末） 

目標 
（29 年度末） 

ヘリポート、活動拠点（候補地）を

活用した各活動要領等への反映 
－ 反映完了 － 

  

防災対策部 

■被災した公共土木施設に対する応急復旧体制の強化 

建設企業、測量設計企業との緊急時における協定に基づき、被災した

公共土木施設への迅速な応急復旧体制の強化を進める。 

 

目標項目 
現状 

（24 年度末） 

目標 
（27 年度末） 

目標 
（29 年度末） 

災害を想定した訓練の実施 １回/年 １回/年 １回/年 

  

県土整備部 

(他の取組主体） 

事業者 

■港湾施設の防災・減災対策の推進（再掲） 

東日本大震災において被災しても倒壊にまで至らなかった施設は、一

定の減災効果を発揮したことから、さらなる津波被害等の軽減を図るた

め、港湾施設の老朽化対策や耐震対策を推進する。 

 

目標項目 
現状 

（24 年度末） 

目標 
（27 年度末） 

目標 
（29 年度末） 

対策に着手する港湾（累計） ２港湾 ３港湾 ３港湾 

  

県土整備部 
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88 第５章 行動計画 （発災後対策） 
 
 

(13)広域応援・受援体制の整備 

県内全域に被害が及ぶような大規模災害が発生した場合、被災市町が単独

で対応できる限界を大きく超え、比較的被災の程度が小さかった県内市町や

他府県、防災関係機関等からの支援が必要となることが予想されます。 

災害応急対策活動における応援・受援の拠点となる広域防災拠点の整備・

機能強化に取り組むほか、災害時の支援等にかかる協定の締結の促進、他府

県との訓練を通じての連携強化、県内外からの災害ボランティア等の受入体

制の整備など、必要な取組を進めます。 

 

 

行動項目 主担当部 

■広域防災拠点の整備・機能強化 【選択・集中】 

「三重県広域防災拠点施設等基本構想〔改訂版〕」に基づき、北勢地域

における広域防災拠点の整備を進めるとともに、県内各拠点の資機材の

整備、拠点を活用した訓練の実施など、機能強化を図る。 

 

目標項目 
現状 

（24 年度末） 

目標 
（27 年度末） 

目標 
（29 年度末） 

北勢拠点の整備 － 造成着手 建設完了 

各拠点の機能強化 － 
整備数量等の 

検討完了 

資機材 

整備完了 

  

防災対策部 

(他の取組主体） 

市町 

■災害時の支援等に関する協定の拡充 

災害時における広域連携・支援体制を確立するため、民間事業者等と

の協力協定の締結・拡充を進める。 

 

目標項目 
現状 

（24 年度末） 

目標 
（27 年度末） 

目標 
（29 年度末） 

協定締結・拡充・見直し － 協定締結等 協定締結等 

  

防災対策部 

(他の取組主体） 

事業者 

市町 

■防災関係機関との連携強化（再掲） 

東日本大震災の災害対策活動から得た連携強化に資するさまざまな教

訓をもとに、対策を検討し防災関係機関との連携強化を推進することに

より、大規模災害時の応急体制の充実を図る。 

 

目標項目 
現状 

（24 年度末） 

目標 
（27 年度末） 

目標 
（29 年度末） 

連携会議の開催 １回/年 １回/年 １回/年 

  

防災対策部 

(他の取組主体） 

事業者 
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89 第５章 行動計画 （発災後対策） 
 

行動項目 主担当部 

■近隣府県との連携訓練の実施 

近隣府県からの応援・受援など連携の強化を図るため、広域で実施す

る訓練に参加する。 

 

目標項目 
現状 

（24 年度末） 

目標 
（27 年度末） 

目標 
（29 年度末） 

広域連携訓練 ２回/年 ２回/年 ２回/年 

  

防災対策部 

 

■警察災害派遣隊の運用 

大規模災害発生時に派遣が見込まれる警察災害派遣隊の招集・派遣体

制の整備を図るとともに、救出救助等の実戦的訓練を行う。 

 

目標項目 
現状 

（24 年度末） 

目標 
（27 年度末） 

目標 
（29 年度末） 

他県警察との合同訓練実施回数 １回/年 １回/年 １回/年 

  

警察本部 

■災害時のボランティア受入体制の整備 

県内外からのボランティアを円滑に受け入れるため、県域の計画やマ

ニュアル等を作成するとともに、関係者と十分な共有を行い、実効性の

ある受入体制を整備する。 

また、市町や社会福祉協議会、災害支援団体等との意見交換を通じ

て、地域におけるマニュアルの整備等平常時からの体制強化を促す。 

 

目標項目 
現状 

（24 年度末） 

目標 
（27 年度末） 

目標 
（29 年度末） 

受入体制の整備 － 
全市町での
マニュアル
整備完了 

現地センター
の迅速な立ち

上げ体制の 
整備完了 

 
 

健康福祉部 

環境生活部 

(他の取組主体） 

市町 

■災害時のボランティア活動に関する連携強化 

災害時にみえ災害ボランティア支援センターを迅速に立ち上げ、支援

活動を行うため、構成する幹事団体のほか、実践的な研修や訓練等の実

施により、市町社会福祉協議会や災害支援団体、ＮＰＯ等による「顔の

見える関係づくり」を進める。 

 

目標項目 
現状 

（24 年度末） 

目標 
（27 年度末） 

目標 
（29 年度末） 

災害時支援活動団体名簿登載数 － 60 団体 120 団体 

 
 

防災対策部 

健康福祉部 

環境生活部 

(他の取組主体） 

県民 

事業者 

市町 
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90 第５章 行動計画 （発災後対策） 
 
 

行動項目 主担当部 

■市町広域火葬実施体制整備の促進 

市町における公衆衛生の確保、遺族等の精神的安寧を図るため、広域

火葬計画の策定など、広域火葬の実施体制を整備する。 

 

目標項目 
現状 

（24 年度末） 

目標 
（27 年度末） 

目標 
（29 年度末） 

三重県広域火葬計画の策定 － 策定完了 － 

  

健康福祉部 

(他の取組主体） 

市町 
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91 第５章 行動計画 （発災後対策） 
 

(14)医療救護体制の充実 

東日本大震災では、医療機関の被災や医療スタッフの不足等により、被災

地における医療体制の確保が課題となりました。 

災害時における医療を迅速かつ的確に実施するため、災害拠点病院等の耐

震化、非常用電源の確保、医薬品の備蓄や供給体制の整備等に引き続き取り

組んでいきます。 

また、災害時に円滑な情報収集ができるよう、救急告示医療機関 *の

EMIS*（広域災害・救急医療情報システム）への参画促進や、地域における

災害医療ネットワークづくりなど体制整備も進めます。 

さらに、県外からの DMAT*等の支援を適切に配置するための体制、

SCU*の機能確保、避難所での衛生管理体制の確保等の取組も進めていきま

す。 

 

 

行動項目 主担当部 

■災害拠点病院等の耐震化の推進（再掲）【選択・集中】 

災害拠点病院、二次救急医療機関等における耐震化を進める。 

 

目標項目 
現状 

（24 年度末） 

目標 
（27 年度末） 

目標 
（29 年度末） 

耐震化率 68.6% 82.9% 91.4% 

  

健康福祉部 

(他の取組主体） 

事業者 

■災害拠点病院等での非常用発電機能の確保 

災害拠点病院等が機能停止とならないよう、非常用発電装置の電源確

保等の整備を進める。 

 

目標項目 
現状 

（24 年度末） 

目標 
（27 年度末） 

目標 
（29 年度末） 

通常時の６割以上の発電容量確

保の災害拠点病院数 
７病院 10 病院 13 病院 

  

健康福祉部 

(他の取組主体） 

事業者 

■災害拠点病院等での医薬品の備蓄、供給体制の検討 

医薬品の備蓄量・使用期限に関する情報把握など医薬品備蓄の管理と

更新を行うととともに、供給体制についての検討を進める。 

 

目標項目 
現状 

（24 年度末） 

目標 
（27 年度末） 

目標 
（29 年度末） 

医薬品供給協定締結済災害拠点

病院数 
１病院 ８病院 13 病院 

  

健康福祉部 

(他の取組主体） 

事業者 
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92 第５章 行動計画 （発災後対策） 
 
 

行動項目 主担当部 

■災害拠点病院の訓練実施・参加促進 

災害拠点病院が年に１回以上、訓練を実施または参加するよう促す。 

 

目標項目 
現状 

（24 年度末） 

目標 
（27 年度末） 

目標 
（29 年度末） 

災害拠点病院の訓練参加率 83.3%  100% 100% 

  

健康福祉部 

(他の取組主体） 

事業者 

■災害拠点病院の被災を予測した補完機能の確保 【選択・集中】 

災害拠点病院が機能不全に陥った場合に備えて指定した災害医療支援

病院*が災害拠点病院と連携して訓練に参加する。 

 

目標項目 
現状 

（24 年度末） 

目標 
（27 年度末） 

目標 
（29 年度末） 

災害医療支援病院の訓練参加率 － 75.0% 100% 

  

健康福祉部 

(他の取組主体） 

事業者 

■救急告示医療機関のＥＭＩＳ参加促進 

災害時に円滑な情報収集ができるよう、ＥＭＩＳに参加する救急告示

医療機関を増やす。 

 

目標項目 
現状 

（24 年度末） 

目標 
（27 年度末） 

目標 
（29 年度末） 

ＥＭＩＳ参加率 53.1% 82.0% 100% 

  

健康福祉部 

(他の取組主体） 

事業者 

■ＥＭＩＳを用いた災害医療情報の国、県、関係団体間の共有 

発災時に、大量の発生が予想される重傷者、被災地域内の入院患者、

医療施設の被災状況等、災害医療情報を、国、県、市町、関係団体で共

有するため、ＥＭＩＳを用いた情報共有の体制強化を進める。 

 

目標項目 
現状 

（24 年度末） 

目標 
（27 年度末） 

目標 
（29 年度末） 

ＥＭＩＳ入力訓練参加機関数 31 機関 50 機関 61 機関 

  

健康福祉部 

(他の取組主体） 

事業者 

■災害時の医療を迅速かつ円滑に提供できる体制の整備 【選択・集中】 

ＤＭＡＴや医療救護班の派遣や受入、調整機能の確保などに必要な体

制を確認するため、災害医療コーディネーターとともに県災害対策本部

医療本部の訓練を実施する。 

 

目標項目 
現状 

（24 年度末） 

目標 
（27 年度末） 

目標 
（29 年度末） 

訓練実施回数 ０回/年 １回/年 １回/年 

  

健康福祉部 

(他の取組主体） 

事業者 
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93 第５章 行動計画 （発災後対策） 
 

行動項目 主担当部 

■地域における災害時の医療に関するコーディネート機能の確保 【選

択・集中】 

発災時に災害拠点病院等が災害医療に対処できるとともに、災害医療

コーディネーター*による災害医療のコーディネート機能が十分に発揮さ

れるための体制を整備する。 

 

目標項目 
現状 

（24 年度末） 

目標 
（27 年度末） 

目標 
（29 年度末） 

地域災害医療対策会議開催数 － 
地域ごとに

１回/年 

地域ごとに

１回/年 

  

健康福祉部 

(他の取組主体） 

事業者 

■地域における災害医療ネットワークの構築 【選択・集中】 

地域において、訓練や研修の実施等を通じて災害拠点病院、災害医療

支援病院、二次救急医療機関、医師会等の連携を促進するなど、災害医

療ネットワークづくりを進める。 

 

目標項目 
現状 

（24 年度末） 

目標 
（27 年度末） 

目標 
（29 年度末） 

訓練、研修等実施地域数 ３地域 ９地域 ９地域 

  

健康福祉部 

(他の取組主体） 

事業者 

■ＳＣＵの機能の確保 【選択・集中】 

津波被害を想定し、ＳＣＵ設置場所の代替地の検討を行うなど、ＳＣ

Ｕの機能確保に向けた取組を進める。また、ＳＣＵ設置訓練や関係機関

との連携訓練を行う。 

 

目標項目 
現状 

（24 年度末） 

目標 
（27 年度末） 

目標 
（29 年度末） 

ＳＣＵ設置訓練等実施回数 ０回/年 ２回/年 ２回/年 

  

健康福祉部 

(他の取組主体） 

事業者 

■避難所や救護所*における医療ニーズの収集方法の検討（体制、ルー

ル作り）【選択・集中】 

避難所や救護所において医療行為が必要な避難者を把握する方法や、

医師、看護師、保健師等による避難者の検診体制の充実など、事前の体

制検討やルールづくりを行う。 

 

目標項目 
現状 

（24 年度末） 

目標 
（27 年度末） 

目標 
（29 年度末） 

地域災害医療対策会議開催数 － 
地域ごとに

１回/年 

地域ごとに

１回/年 

  

健康福祉部 

(他の取組主体） 

事業者 
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94 第５章 行動計画 （発災後対策） 
 
 

行動項目 主担当部 

■避難所での衛生管理体制の確保 

避難所における歯科医療救護等に対応するため、地区歯科医師会と市

町との協定締結を促進する。 

 

目標項目 
現状 

（24 年度末） 

目標 
（27 年度末） 

目標 
（29 年度末） 

地区歯科医師会と協定を締結して

いる市町数 
１市町 10 市町 15 市町 

  

健康福祉部 

(他の取組主体） 

市町 

■遺体を取り扱う体制の整備 

遺体の検視・検案*、身元確認、引渡しが迅速かつ的確に実施できるよ

う、災害発生時の遺体取扱体制の整備を進める。 

 

目標項目 
現状 

（24 年度末） 

目標 
（27 年度末） 

目標 
（29 年度末） 

検視・検案、身元確認研修会の開

催 
１回/年 ６回/年 ６回/年 

  

警察本部 
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95 第５章 行動計画 （発災後対策） 
 

(15)市町防災力の向上に向けた支援 

災害発生時に迅速な応急活動を展開するためには、県民の皆さんに一番近

いところで「公助」を担う市町において、十分な災害対応力が発揮されるこ

とが求められます。 

地域減災対策推進事業による支援、市町職員の能力向上に向けた取組、市

町の災害対策本部の機能強化に向けた訓練への支援、消防力の確保・強化な

ど、市町の防災力を高めていくための取組を進めます。 

 

 

行動項目 主担当部 

■市町が主体的に取り組む防災・減災対策への支援の実施 

地域減災対策推進事業を通じて、市町が実施する強震動対策、津波避

難対策、災害時要援護者避難対策、孤立化防止対策等、市町の防災・減

災に向けた取組を促進する。 

 

目標項目 
現状 

（24 年度末） 

目標 
（27 年度末） 

目標 
（29 年度末） 

取組支援市町数 29 市町/年 29 市町/年 29 市町/年 

  

防災対策部 

(他の取組主体） 

市町 

■「みえ防災・減災センター（仮称）」による防災人材等リソースの活

用（再掲）【選択・集中】 

三重県と三重大学が中心となって、「みえ防災・減災センター（仮

称）」を創設し、市町や企業、県内他大学との連携・参画を進めながら、

それらを結びつける「防災ハブ機能」を持たせるとともに、他県や国の

研究機関等とも連携し、県内外のリソースを集結して「シンクタンク機

能」も持たせながら、防災人材の育成と活用、調査研究、情報の収集と

発信、地域・企業支援等に取り組む。 

 

目標項目 
現状 

（24 年度末） 

目標 
（27 年度末） 

目標 
（29 年度末） 

新たに育成した人材が地域等を支

援した回数 
－ ３回/年 ３回/年 

  

防災対策部 

(他の取組主体） 

県民 

事業者 

市町 

 95 



96 第５章 行動計画 （発災後対策） 
 
 

行動項目 主担当部 

■市町、地域、企業等における防災人材の活動支援（再掲) 【選択・集中】 

地域の防災・減災取組に関するニーズと防災人材を結びつける場を設

けるとともに、ＯＪＴにより育成した防災人材のフォローアップ、スキ

ルアップを支援し、地域での活躍に結びつける。 

 

目標項目 
現状 

（24 年度末） 

目標 
（27 年度末） 

目標 
（29 年度末） 

研修会開催回数 ３回/年 ３回/年 ３回/年 

  

防災対策部 

(他の取組主体） 

県民 

事業者 

市町 

■図上訓練等を通じた市町との連携体制の確立 

市町の図上訓練を通じて、市町職員への研修、県との連携の確認を行

い、災害対応力の向上を図る。 

 

目標項目 
現状 

（24 年度末） 

目標 
（27 年度末） 

目標 
（29 年度末） 

取組支援市町数 14 市町/年 20 市町/年 20 市町/年 

  

防災対策部 

(他の取組主体） 

市町 

■常備消防の充実強化 

消防設備や施設の整備、救急搬送体制の整備など、常備消防の充実強

化を促進する。 

 

目標項目 
現状 

（24 年度末） 

目標 
（27 年度末） 

目標 
（29 年度末） 

働きかけを行った消防本部数 15 消防本部/年 15 消防本部/年 15 消防本部/年 

  

防災対策部 

(他の取組主体） 

市町 

■消防職員、消防団員の教育訓練の充実（再掲） 

災害時要援護者への支援など災害発生時に的確に対応し得る消防力の

確保、強化を図るため、消防職員、消防団員に対する教育訓練を実施す

る。 

 

目標項目 
現状 

（24 年度末） 

目標 
（27 年度末） 

目標 
（29 年度末） 

教育訓練に参加する職員・団員が

所属する市町数等 

29 市町 29 市町 29 市町 

15 消防本部 15 消防本部 15 消防本部 

  

防災対策部 

(他の取組主体） 

市町 
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97 第５章 行動計画 （発災後対策） 
 

行動項目 主担当部 

■消防団の活動促進 

団員数の減少、被雇用者団員の増加等の問題に対応し、消防団の充実

強化（活性化）を促進する。 

 

目標項目 
現状 

（24 年度末） 

目標 
（27 年度末） 

目標 
（29 年度末） 

消防団の活性化に取り組む市町

数 
29 市町 29 市町 29 市町 

  

防災対策部 

(他の取組主体） 

市町 

■防災担当職員の防災情報システム操作能力向上 

県が市町等に配備している防災情報システムの端末は、多くの情報収

集機能を有していることから、これらの機能の有効活用を図るため、操

作説明会の開催など市町担当者、県災害対策本部地方部職員等によるシ

ステムの操作習熟度を高める。 

 

目標項目 
現状 

（24 年度末） 

目標 
（27 年度末） 

目標 
（29 年度末） 

説明会の開催回数 １回/年 ２回/年 ２回/年 

  

防災対策部 

■防災行政無線を操作する無線従事者の養成（再掲） 

防災行政無線設備の操作または管理を行うためには、総務大臣の免許

を受けた無線従事者の選任が必要となるため、無線に関する一定の知

識・技能を身につけた無線従事者の育成を行う。 

 

目標項目 
現状 

（24 年度末） 

目標 
（27 年度末） 

目標 
（29 年度末） 

講習会の開催回数 １回以上/年 １回以上/年 １回以上/年 

  

防災対策部 
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98 第５章 行動計画 （発災後対策） 
 
 

(16)災害時要援護者への支援（応急対策） 

東日本大震災では、災害時要援護者への支援について、情報提供、避難、

避難生活等さまざまな点で対応が不十分な場面がありました。震災関連死に

至ったケースもあり、発災後の災害時要援護者への支援については、万全の

体制を構築し、取り組む必要があります。 

福祉避難所*の指定や介護保険施設間での相互避難に関する協定の締結、要

援護者の避難誘導、避難生活における特別な配慮など必要な対策を進めるほ

か、要援護者を支援するための相談体制や情報提供体制の整備にも取り組み

ます。 

 

 

行動項目 主担当部 

■津波避難に関する三重県モデルの促進（再掲）【選択・集中】 

住民一人ひとりが作成する「Ｍｙまっぷラン」等を活用し、地域全体

での津波避難計画づくりへの支援を行うことにより、地域における津波

避難体制の整備を進める。 

 

目標項目 
現状 

（24 年度末） 

目標 
（27 年度末） 

目標 
（29 年度末） 

「Ｍｙまっぷラン」等取組市町数 ４市町 19 市町 19 市町 

  

防災対策部 

(他の取組主体） 

県民 

市町 

■三重県避難所運営マニュアル策定指針*の活用促進 【選択・集中】 

東日本大震災の教訓をふまえ、さまざまな避難者に対応するため、平

成 24 年度に改定した「三重県避難所運営マニュアル策定指針」の活用促

進を図る。 

 

目標項目 
現状 

（24 年度末） 

目標 
（27 年度末） 

目標 
（29 年度末） 

取組市町数 － 15 市町 29 市町 

  

防災対策部 

(他の取組主体） 

県民 

事業者 

市町 

■福祉避難所の指定等の促進 【選択・集中】 

市町における福祉避難所の指定、社会福祉施設等との協定締結、福祉

避難所の代替となる災害時要援護者の避難場所の確保を促進する。 

 

目標項目 
現状 

（24 年度末） 

目標 
（27 年度末） 

目標 
（29 年度末） 

福祉避難所または代替避難場所

確保市町数 
20 市町 25 市町 29 市町 

  

健康福祉部

(他の取組主体） 

市町 
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99 第５章 行動計画 （発災後対策） 
 

行動項目 主担当部 

■介護保険施設（特別養護老人ホーム・介護老人保健施設）の相互支援

協定の締結促進 【選択・集中】 

災害時において、施設間で入所者の避難等の相互支援が円滑に行われ

るよう相互支援協定の締結を促進する。 

 

目標項目 
現状 

（24 年度末） 

目標 
（27 年度末） 

目標 
（29 年度末） 

働きかけを行った施設の割合 － 100% 100% 

  

健康福祉部 

(他の取組主体） 

事業者 

■災害時要援護者の個別支援計画作成の促進（再掲） 【選択・集中】 

市町の災害時要援護者個別支援計画が早期に完成するよう、支援を行

う。 

 

目標項目 
現状 

（24 年度末） 

目標 
（27 年度末） 

目標 
（29 年度末） 

作成済市町数 ８市町 14 市町 29 市町 

  

防災対策部 

(他の取組主体） 

市町 

■「避難所情報伝達キット-絵表示・多言語-つ･た･わ･るキット」の活

用促進 【選択・集中】 

避難所を管理・運営する立場にある行政担当者や自治会及び学校関係

者等と、避難所の運営に関わる避難住民などが、ピクトグラム（絵文

字）や多言語表示シート等を用い、外国人被災者に避難所生活で必要な

基本となる情報（場所やルール等）を伝えるために作成した避難所情報

伝達キットの市町への普及を防災訓練や研修を通じて行う。 

 

目標項目 
現状 

（24 年度末） 

目標 
（27 年度末） 

目標 
（29 年度末） 

「避難所情報伝達キット」を活用し

た防災訓練実施回数 
２回/年 ２回/年 ２回/年 

  

環境生活部 

(他の取組主体） 

市町 

■「みえ災害時多言語支援センター」を通じた支援の実施 【選択・集中】 

さまざまな主体の連携・協力による「みえ災害時多言語支援センタ

ー」を通じて、多言語による情報提供、外国人住民からの問い合わせへ

の対応等を行う。 

 

目標項目 
現状 

（24 年度末） 

目標 
（27 年度末） 

目標 
（29 年度末） 

多言語情報提供を想定した図上

訓練の実施回数 
１回/年 １回/年 １回/年 

  

環境生活部 

(他の取組主体） 

市町 
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100 第５章 行動計画 （発災後対策） 
 
 

行動項目 主担当部 

■三重県災害時保健師活動マニュアルの活用促進 

災害時における健康支援活動は、迅速・安全・的確に行うこと、また

災害が長期化した場合は、生活環境の変化等による公衆衛生的な側面か

ら継続した支援活動が必要となることから、東日本大震災の教訓もふま

え、平成 25 年３月に改訂した「三重県災害時保健師活動マニュアル」の

活用促進を図る。 

 

目標項目 
現状 

（24 年度末） 

目標 
（27 年度末） 

目標 
（29 年度末） 

保健所に対する周知 － ８保健所/年 ８保健所/年 

働きかけを行った市町数 － 29 市町/年 29 市町/年 

  

健康福祉部 

(他の取組主体） 

市町 

■災害時こころのケア活動マニュアルの活用促進 

被災者への保健活動は、こころのケアの視点を持って行うことや、心

的外傷後ストレス障害（ＰＴＳＤ）等の精神疾患の予防のため、継続し

た支援活動が必要になることから、平成 25 年３月に策定した（暫定版）

「災害時こころのケア活動マニュアル」の活用を図る。 

 

目標項目 
現状 

（24 年度末） 

目標 
（27 年度末） 

目標 
（29 年度末） 

働きかけを行った市町数 29 市町/年 29 市町/年 29 市町/年 

  

健康福祉部 

(他の取組主体） 

市町 

■男女共同参画の視点を持った相談対応への支援 

災害時に市町等において男女共同参画の視点を持った相談対応を行え

るよう、三重県男女共同参画センターが専門的知見を生かし、相談対応

に関するマニュアルを作成するとともに、平時からの普及を図る。 

 

目標項目 
現状 

（24 年度末） 

目標 
（27 年度末） 

目標 
（29 年度末） 

相談対応マニュアルの作成 － 作成完了 － 

  

環境生活部 
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101 第５章 行動計画 （発災後対策） 
 

(17) 男女共同参画の視点に立った災害対応・支援体制の確保 

東日本大震災では、避難所運営など災害現場での意思決定に女性がほとん

ど参画しておらず、女性の視点がないために、女性用の物資が不足するな

ど、避難生活に困難を抱える場面がありました。 

男女のニーズの違いをふまえた災害対応を行うことができるよう、女性防

災人材の育成など、防災現場における男女共同参画を進めます。 

 

 

行動項目 主担当部 

■女性防災人材の育成（再掲）【選択・集中】 

主に女性が中心となって活躍している専門職の職員や地域で先導的立

場にある女性を対象として、それぞれの職場や避難所運営の防災現場な

ど、さまざまな場面において、女性の視点で主体的に活動し、リーダー

シップを発揮できる人材を育成するとともに、育成した人材のネットワ

ークを構築し、相互の連携と継続的な活動を支援する。 

 

目標項目 
現状 

（24 年度末） 

目標 
（27 年度末） 

目標 
（29 年度末） 

育成人数（累計） 53 人 230 人 350 人 

  

防災対策部 

■防災現場における男女共同参画の推進（再掲） 

避難所運営等の現場において、男女共同参画の視点をふまえたニーズ

把握や意思決定が行われるよう、防災現場における方針決定過程への女

性の参画拡大を図るとともに、防災と男女共同参画の視点を持って地域

で活躍できる人材を育成する。 

 

目標項目 
現状 

（24 年度末） 

目標 
（27 年度末） 

目標 
（29 年度末） 

県が育成する防災人材に占める

女性の割合 
26.2% 35.0% 40.0% 

女性消防団員数 375 人 420 人 430 人 

  

防災対策部 

環境生活部 
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102 第５章 行動計画 （発災後対策） 
 
 

行動項目 主担当部 

■三重県避難所運営マニュアル策定指針の活用促進（再掲）【選択・集中】 

東日本大震災の教訓をふまえ、さまざまな避難者に対応するため、平

成 24 年度に改定した「三重県避難所運営マニュアル策定指針」の活用促

進を図る。 

 

目標項目 
現状 

（24 年度末） 

目標 
（27 年度末） 

目標 
（29 年度末） 

取組市町数 － 15 市町 29 市町 

  

防災対策部 

(他の取組主体） 

県民 

事業者 

市町 

■男女共同参画の視点を持った相談対応への支援（再掲） 

災害時に市町等において男女共同参画の視点を持った相談対応を行え

るよう、三重県男女共同参画センターが専門的知見を生かし、相談対応

に関するマニュアルを作成するとともに、平時からの普及を図る。 

 

目標項目 
現状 

（24 年度末） 

目標 
（27 年度末） 

目標 
（29 年度末） 

相談対応マニュアルの作成 － 作成完了 － 

  

環境生活部 

■防災分野における政策・方針決定過程への女性の参画拡大 

防災分野における政策・方針決定過程への女性の参画拡大を図るとと

もに、防災関連計画等への男女共同参画の視点の反映を進める。 

 

目標項目 
現状 

（24 年度末） 

目標 
（27 年度末） 

目標 
（29 年度末） 

女性の視点を盛り込んで方針や対

策を検討すべき会議等のうち女性

委員が参画している会議の割合 

－ 100% 100% 

  

防災対策部 

環境生活部 
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104 第５章 行動計画 （発災後対策） 
 
 

(18)避難対策・帰宅支援対策の強化 

地震の揺れや津波による人的被害の軽減を図るためには、ハード面での施

設整備だけに頼るのではなく、確実な避難などソフト面での対策についても

強化・推進していくことが必要です。 

特に、津波からの避難については、Ｍｙまっぷランを活用した「津波避難

に関する三重県モデル」の取組が、市町や地域において広く展開されるよう

支援を行っていきます。また、広範囲の浸水が予測される海抜ゼロメートル

地帯については、広域的な避難方法、避難者の受入態勢の整備等の検討を進

めていきます。 

なお、発災直後は、地理に不案内な観光客の避難行動に多くの困難が伴う

とともに、多数の帰宅困難者*の発生も想定されます。観光客の安全対策の促

進、帰宅支援の取組等についても進めていきます。 

 

 

行動項目 主担当部 

■津波避難に関する三重県モデルの促進（再掲）【選択・集中】 

住民一人ひとりが作成する「Ｍｙまっぷラン」等を活用し、地域全体

での津波避難計画づくりへの支援を行うことにより、地域における津波

避難体制の整備を進める。 

 

目標項目 
現状 

（24 年度末） 

目標 
（27 年度末） 

目標 
（29 年度末） 

「Ｍｙまっぷラン」等取組市町数 ４市町 19 市町 19 市町 

  

防災対策部 

(他の取組主体） 

県民 

市町 

■災害時要援護者の個別支援計画作成の促進（再掲） 【選択・集中】 

市町の災害時要援護者個別支援計画が早期に完成するよう、支援を行

う。 

 

目標項目 
現状 

（24 年度末） 

目標 
（27 年度末） 

目標 
（29 年度末） 

作成済市町数 ８市町 14 市町 29 市町 

  

防災対策部 

(他の取組主体） 

市町 
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105 第５章 行動計画 （発災後対策） 
 

行動項目 主担当部 

■市町の避難整備計画作成の促進 

市町において必要な避難路、避難施設等の整備計画作成に向けた働き

かけを行う。 

 

目標項目 
現状 

（24 年度末） 

目標 
（27 年度末） 

目標 
（29 年度末） 

働きかけを行った市町数 29 市町/年 29 市町/年 29 市町/年 

  

防災対策部 

(他の取組主体） 

市町 

■避難所や避難場所・津波避難ビル等の整備支援 

市町における避難所、避難場所、津波避難ビル、資機材等の把握を行

い、整備に向けた支援を行う。 

 

目標項目 
現状 

（24 年度末） 

目標 
（27 年度末） 

目標 
（29 年度末） 

取組支援市町数 26 市町/年 29 市町/年 29 市町/年 

  

防災対策部 

(他の取組主体） 

市町 

■避難者視点から見た災害リスクの見える化 

避難者視点から見た災害リスクの見える化を図るため、災害リスク情

報に関する「標識」について、地域が主体的に検討を行い設置が進むよ

う、必要な働きかけなど支援を行う。 

 

目標項目 
現状 

（24 年度末） 

目標 
（27 年度末） 

目標 
（29 年度末） 

標識を設置した地区数（累計） － １地区 ２地区 

 
 

防災対策部 

(他の取組主体） 

県民 

市町 

■避難誘導等における危機回避 

危機回避のため、避難誘導や防災対応にあたる警察官への津波到達予

想時刻等の情報伝達及び情報伝達に基づく現場活動の練度向上を図る。 

 

目標項目 
現状 

（24 年度末） 

目標 
（27 年度末） 

目標 
（29 年度末） 

図上訓練実施回数 ２回/年 ２回/年 ２回/年 

  

警察本部 
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106 第５章 行動計画 （発災後対策） 
 
 

行動項目 主担当部 

■津波避難ビル等にかかるガイドラインに基づく安全性の点検促進（再

掲） 

庁舎、学校、病院、避難所、避難場所等の施設にかかる、津波からの

安全性について、ガイドラインに基づく点検を促進する。 

 

目標項目 
現状 

（24 年度末） 

目標 
（27 年度末） 

目標 
（29 年度末） 

働きかけを行った市町数 － 19 市町/年 19 市町/年 

  

防災対策部 

(他の取組主体） 

市町 

■海抜ゼロメートル地帯等における広域避難体制の検討 【選択・集中】 

県北部に広がる海抜ゼロメートル地帯では、津波発生時、市町境を越

えての広域避難が必要となる可能性が高いことから、広域避難体制のあ

り方や手続きなどの検討を進める。 

 

目標項目 
現状 

（24 年度末） 

目標 
（27 年度末） 

目標 
（29 年度末） 

広域避難に関する具体的な活動

内容を記した活動要領の作成 
－ 作成完了 － 

  

防災対策部 

(他の取組主体） 

県民 

事業者 

市町 

■大規模移送にかかるバス事業者との協定の締結 【選択・集中】 

観光客等帰宅困難者や避難者の大規模移送に対応するため、バス事業

者等と協定を締結するなど、災害時における輸送手段の確保を図る。 

 

目標項目 
現状 

（24 年度末） 

目標 
（27 年度末） 

目標 
（29 年度末） 

バス事業者等との協定の締結 － 締結完了 － 

  

防災対策部 

(他の取組主体） 

事業者 

■主要観光地の防災対策にかかる課題検討の場づくり（再掲）【選択・集

中】 

観光事業者や観光関係団体、市町等が主体的に観光地の防災対策に取

り組むことができるよう、津波からの避難誘導や帰宅支援など観光客の

安全・安心を確保するための課題検討を行う場を設けることにより、具

体的な対策を促進する。 

 

目標項目 
現状 

（24 年度末） 

目標 
（27 年度末） 

目標 
（29 年度末） 

検討テーマ数（累計） － ３テーマ ６テーマ 

  

防災対策部 

雇用経済部 

(他の取組主体） 

事業者 

市町 
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107 第５章 行動計画 （発災後対策） 
 

行動項目 主担当部 

■観光客への対応を想定した訓練の実施 【選択・集中】 

地理に不案内な観光客が災害発生時の避難行動に迷いや遅れが生じな

いよう、市町、観光事業者、観光関係団体等とともに、観光客への対応

を想定した訓練の実施に取り組む。 

 

目標項目 
現状 

（24 年度末） 

目標 
（27 年度末） 

目標 
（29 年度末） 

訓練実施回数 １回/年 １回/年 １回/年 

  

防災対策部 

雇用経済部 

(他の取組主体） 

事業者 

市町 

■外国人観光客の防災情報入手利便性の向上（再掲） 

災害時を想定した 10 パターン程度のコミュニケーションカードを主要

４言語（英語、中国語（繁体字・簡体字）、韓国語）で作成し、外国人観

光客を受け入れる観光事業者等に対して配布し、その活用を図る。 

 

目標項目 
現状 

（24 年度末） 

目標 
（27 年度末） 

目標 
（29 年度末） 

コミュニケーションカード作成・配
布数 

－ 
100 事業者 
（26 年度末） 

－ 

  

雇用経済部 

(他の取組主体） 

事業者 

市町 

■災害時帰宅支援ステーション*の協定締結の推進 【選択・集中】 

沿道に拠点を有する事業者との協定締結等により災害時帰宅支援ステ

ーションの充実を図るなど、帰宅困難者の円滑な帰宅を支援する。 

 

目標項目 
現状 

（24 年度末） 

目標 
（27 年度末） 

目標 
（29 年度末） 

協定の締結 協定締結 
協定の 

適正管理 

協定の 

適正管理 

  

防災対策部 

(他の取組主体） 

事業者 

■災害時帰宅支援ステーションの周知 

大規模地震が発生した場合、公共交通機関は不通となる可能性が高

く、多くの人が徒歩で帰宅すると考えられることから、災害時帰宅支援

ステーションについて、協定事業者を通じての周知などを図る。 

 

目標項目 
現状 

（24 年度末） 

目標 
（27 年度末） 

目標 
（29 年度末） 

ステッカー等の配布 
毎年、継続

的に実施 

毎年、継続

的に実施 

毎年、継続

的に実施 

  

防災対策部 

(他の取組主体） 

事業者 
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108 第５章 行動計画 （発災後対策） 
 
 

(19)避難生活の支援体制の充実 

東日本大震災では、多数の被災者が長期にわたる避難所生活を余儀なくさ

れる状況の中、災害発生直後から災害時要援護者への対応が課題となったほ

か、避難生活が長期化するにつれて、心身の機能の低下、さらには施設管理

者主体の運営から避難住民主体の避難所運営への切替がスムーズに進まなか

ったこと等も課題となりました。 

避難生活において避難所運営が円滑に進むよう、「三重県避難所運営マニ

ュアル策定指針」の活用促進を通じて、事前の体制づくりを進めます。 

また、避難所等における障がい者の相談体制の確保、栄養や食生活への支

援、多言語による情報提供、衛生管理体制の確保に向けた取組のほか、応急

仮設住宅を確保するための取組についても進めていきます。 

 

 

行動項目 主担当部 

■三重県避難所運営マニュアル策定指針の活用促進（再掲）【選択・集中】 

東日本大震災の教訓をふまえ、さまざまな避難者に対応するため、平

成 24 年度に改定した「三重県避難所運営マニュアル策定指針」の活用促

進を図る。 

 

目標項目 
現状 

（24 年度末） 

目標 
（27 年度末） 

目標 
（29 年度末） 

取組市町数 － 15 市町 29 市町 

  

防災対策部 

(他の取組主体） 

県民 

事業者 

市町 

■福祉避難所の指定等の促進（再掲）【選択・集中】 

市町における福祉避難所の指定、社会福祉施設等との協定締結、福祉

避難所の代替となる災害時要援護者の避難場所の確保を促進する。 

 

目標項目 
現状 

（24 年度末） 

目標 
（27 年度末） 

目標 
（29 年度末） 

福祉避難所または代替避難場所

確保市町数 
20 市町 25 市町 29 市町 

  

健康福祉部 

(他の取組主体） 

市町 
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109 第５章 行動計画 （発災後対策） 
 

行動項目 主担当部 

■介護保険施設（特別養護老人ホーム・介護老人保健施設）の相互支援

協定の締結促進（再掲）【選択・集中】 

災害時において、施設間で入所者の避難等の相互支援が円滑に行われ

るよう相互支援協定の締結を促進する。 

 

目標項目 
現状 

（24 年度末） 

目標 
（27 年度末） 

目標 
（29 年度末） 

働きかけを行った施設の割合 － 100% 100% 

  

健康福祉部 

(他の取組主体） 

事業者 

■三重県災害時栄養・食生活支援活動ガイドラインの活用促進 

東日本大震災の教訓をふまえ、災害時の保健活動における栄養・食生

活支援活動を迅速かつ効果的に展開するため、平成 24 年度に初版を策定

した「三重県災害時栄養・食生活支援活動ガイドライン」の活用促進を

図る。 

 

目標項目 
現状 

（24 年度末） 

目標 
（27 年度末） 

目標 
（29 年度末） 

働きかけを行った市町数 19 市町/年 29 市町/年 29 市町/年 

  

健康福祉部 

(他の取組主体） 

市町 

■給食施設災害時体制づくりの推進 

給食施設巡回・集団指導の機会を活用して、災害時給食マニュアルの

整備状況の把握及び整備への指導・助言を行う。 

 

目標項目 
現状 

（24 年度末） 

目標 
（27 年度末） 

目標 
（29 年度末） 

災害時給食マニュアル策定給食

施設の割合 
76.5% 85.0% 100% 

  

健康福祉部 

(他の取組主体） 

事業者 

■「避難所情報伝達キット-絵表示・多言語-つ･た･わ･るキット」の活

用促進（再掲）【選択・集中】 

避難所を管理・運営する立場にある行政担当者や自治会及び学校関係

者等と、避難所の運営に関わる避難住民などが、ピクトグラム（絵文

字）や多言語表示シート等を用い、外国人被災者に避難所生活で必要な

基本となる情報（場所やルール等）を伝えるために作成した避難所情報

伝達キットの市町への普及を防災訓練や研修を通じて行う。 

 

目標項目 
現状 

（24 年度末） 

目標 
（27 年度末） 

目標 
（29 年度末） 

「避難所情報伝達キット」を活用し

た防災訓練実施回数 
２回/年 ２回/年 ２回/年 

  

環境生活部 

(他の取組主体） 

市町 

 109 



110 第５章 行動計画 （発災後対策） 
 
 

行動項目 主担当部 

■避難所や救護所における医療ニーズの収集方法の検討（体制、ルール

作り）（再掲）【選択・集中】 

避難所や救護所において医療行為が必要な避難者を把握する方法や、

医療救護班の派遣が必要と判断される避難所の決定方法など、事前の体

制検討やルールづくりを行う。 

 

目標項目 
現状 

（24 年度末） 

目標 
（27 年度末） 

目標 
（29 年度末） 

地域災害医療対策会議開催数 － 
地域ごとに 

１回/年 

地域ごとに

１回/年 

  

健康福祉部 

(他の取組主体） 

事業者 

■避難所での衛生管理体制の確保（再掲） 

避難所における歯科医療救護等に対応するため、地区歯科医師会と市

町との協定締結を促進する。 

 

目標項目 
現状 

（24 年度末） 

目標 
（27 年度末） 

目標 
（29 年度末） 

地区歯科医師会と協定を締結して

いる市町数 
１市町 10 市町 15 市町 

  

健康福祉部 

(他の取組主体） 

市町 

■応急的な住宅の確保（応急仮設住宅） 

災害救助法*に基づく応急仮設住宅の供給が円滑に行えるよう検討、調

整を行うとともに、市町における準備作業を促進する。 

 

目標項目 
現状 

（24 年度末） 

目標 
（27 年度末） 

目標 
（29 年度末） 

働きかけを行った市町数 － 29 市町/年 29 市町/年 

  

健康福祉部 

県土整備部 

(他の取組主体） 

市町 

■応急的な住宅の確保（一時提供住宅） 

災害救助法での対応以外の応急期に必要な住宅の供給を円滑に行うた

めの手順を整理したマニュアルを作成する。 

 

目標項目 
現状 

（24 年度末） 

目標 
（27 年度末） 

目標 
（29 年度末） 

マニュアルの作成 － 作成完了 － 

  

県土整備部 

(他の取組主体） 

市町 
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111 第５章 行動計画 （発災後対策） 
 

行動項目 主担当部 

■「みえ災害時多言語支援センター」を通じた支援の実施（再掲）【選

択・集中】 

さまざまな主体の連携・協力による「みえ災害時多言語支援センタ

ー」を通じて、多言語による情報提供、外国人住民からの問い合わせへ

の対応等を行う。 

 

目標項目 
現状 

（24 年度末） 

目標 
（27 年度末） 

目標 
（29 年度末） 

多言語情報提供を想定した図上

訓練の実施回数 
１回/年 １回/年 １回/年 

  

環境生活部 

(他の取組主体） 

市町 

■男女共同参画の視点を持った相談対応への支援（再掲） 

災害時に市町等において男女共同参画の視点を持った相談対応を行え

るよう、三重県男女共同参画センターが専門的知見を生かし、相談対応

に関するマニュアルを作成するとともに、平時からの普及を図る。 

 

目標項目 
現状 

（24 年度末） 

目標 
（27 年度末） 

目標 
（29 年度末） 

相談対応マニュアルの作成 － 作成完了 － 

  

環境生活部 

■災害時支援活動団体への支援 

被災者の多様なニーズに対応できる専門性の高いＮＰＯを発掘・育成

するとともに、災害時の支援活動に意欲と能力があるＮＰＯと事前に協

定を締結し、迅速に被災者を支援する体制を拡充する。 

 

目標項目 
現状 

（24 年度末） 

目標 
（27 年度末） 

目標 
（29 年度末） 

協定締結団体数 ０団体 ３団体 ５団体 

  

健康福祉部 

環境生活部 

(他の取組主体） 

事業者 

■「ペットの災害対策ガイドライン（仮称）」の策定・普及 

飼い主責任を基本とした同行避難や飼い主が平常時から備えるべき対

策について啓発するため、ペットの災害対策に関するガイドラインを策

定し、普及を図る。 

 

目標項目 
現状 

（24 年度末） 

目標 
（27 年度末） 

目標 
（29 年度末） 

ガイドラインの策定 － 策定完了 － 

  

健康福祉部 

(他の取組主体） 

市町 
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114 第５章 行動計画 （復旧・復興対策） 
 
 

行動項目 主担当部 

■災害廃棄物処理計画の策定 【選択・集中】 

発災後、災害廃棄物の処理を適正かつ迅速に行うために、県及びすべ

ての市町で災害廃棄物処理計画が策定されるよう取組を行う。また、策

定済の 21 市町についても、国災害廃棄物対策指針に沿った見直しを進め

る。 

 

目標項目 
現状 

（24 年度末） 

目標 
（27 年度末） 

目標 
（29 年度末） 

計画策定市町数 21 市町 29 市町 － 

県計画の策定 － 策定完了 － 

  

環境生活部 

(他の取組主体） 

市町 

■ライフライン関係機関との災害復旧シナリオの共有 

災害時におけるライフライン機能の維持確保、早期復旧を図るため、

ライフライン関係機関（電力、ガス、通信、水道、鉄道、バス等）との

間で、地震被害想定調査に基づく災害復旧シナリオ等の共有化を図る。 

 

目標項目 
現状 

（24 年度末） 

目標 
（27 年度末） 

目標 
（29 年度末） 

訓練の実施 － １回以上/年 １回以上/年 

  

防災対策部 

(他の取組主体） 

事業者 

■水道の主要施設である水管橋*の耐震化推進 

水道用水供給事業の主要施設である水管橋は、被災した場合、構造が

複雑で応急復旧に長期間を要するものが多数あることから、被災時の影

響が大きい水管橋の耐震化を優先的に進める。 

 

目標項目 
現状 

（24 年度末） 

目標 
（27 年度末） 

目標 
（29 年度末） 

水管橋の耐震化率 96.5% 100% － 

  

企業庁 

■市町水道事業者の応急給水体制の情報共有 

「三重県水道災害広域応援協定」に基づく応急給水活動が迅速かつ円

滑に実施できるよう、市町の応急給水体制（給水拠点、確保できる水

量、保有する資機材等）について、事前に情報の共有を図る。 

 

目標項目 
現状 

（24 年度末） 

目標 
（27 年度末） 

目標 
（29 年度末） 

応急給水体制の情報共有 33.0% 100% － 

  

環境生活部 

(他の取組主体） 

市町 
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115 第５章 行動計画 （復旧・復興対策） 
 

行動項目 主担当部 

■下水道施設の耐震化（再掲） 

ハード整備とソフト対策を適切に組み合わせた地震対策計画を策定す

るとともに、施設の耐震診断を実施し、必要に応じて施設の耐震化を進

める。 

 

目標項目 
現状 

（24 年度末） 

目標 
（27 年度末） 

目標 
（29 年度末） 

液状化によるマンホールの浮上防

止（累計） 
０箇所 10 箇所 30 箇所 

  

県土整備部 

■下水道地震・津波ＢＣＰ計画の策定 

大規模地震時のリスク低減のための危機管理対策の強化及び迅速な応

急対応や活動支援のための準備行動など、業務継続等に資する計画の策

定に取り組む。 

 

目標項目 
現状 

（24 年度末） 

目標 
（27 年度末） 

目標 
（29 年度末） 

処理場のＢＣＰ計画策定（累計） ０処理場 ５処理場 ５処理場 

  

県土整備部 

■農業集落排水施設の耐震検討及び耐震化（再掲） 

県内にある農業集落排水施設のうち、避難所等の地域防災対策上必要

と定めた施設からの排水を受ける施設や管路及び緊急輸送道路等に埋設

されている管路について、必要な耐震検討及び耐震化を行う。 

 

目標項目 
現状 

（24 年度末） 

目標 
（27 年度末） 

目標 
（29 年度末） 

耐震検討及び耐震化施設数（累
計） 

54 施設 60 施設 62 施設 

  

農林水産部 

(他の取組主体） 

市町 

■工業用水道の主要施設である水管橋の耐震化推進 

工業用水道事業の主要施設である水管橋は、被災した場合、構造が複

雑で応急復旧に長期間を要するものが多数あることから、被災時の影響

が大きい水管橋の耐震化を優先的に進める。 

 

目標項目 
現状 

（24 年度末） 

目標 
（27 年度末） 

目標 
（29 年度末） 

水管橋の耐震化率 79.7% 97.3% 100% 

  

企業庁 
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116 第５章 行動計画 （復旧・復興対策） 
 
 

行動項目 主担当部 

■工業用水道の浄水場等における主要施設の耐震化推進 

工業用水道事業の浄水場等における沈澱池、ポンプ所等の主要施設

は、被災した場合、人命や社会的に甚大な被害を及ぼすと考えられるこ

とから、浄水場等における主要施設の耐震化を進める。 

 

目標項目 
現状 

（24 年度末） 

目標 
（27 年度末） 

目標 
（29 年度末） 

主要施設の耐震化率 84.4% 93.8% 100% 

  

企業庁 

■鉄道施設の耐震対策の促進（再掲） 

より多くの鉄道利用者の安全を確保する観点から、主要駅や高架橋の

耐震対策を促進する。 

 

目標項目 
現状 

（24 年度末） 

目標 
（27 年度末） 

目標 
（29 年度末） 

鉄道駅の耐震化支援駅数 － １駅 － 

高架橋の耐震化支援箇所数 － ３箇所 － 

  

地域連携部 

(他の取組主体） 

事業者 

市町 
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117 第５章 行動計画 （復旧・復興対策） 
 

(21) ボランティア活動支援体制の充実 

ボランティアによる支援は、東日本大震災においても被災地の復旧・復興

を進める多くの場面において、大きな支えとなりました。 

被災地のニーズの把握や被災地への情報提供、県内外からのボランティア

の受入など、ボランティア活動が円滑かつ効果的に行えるよう、支援体制の

整備を進めます。 

また、災害時に発生する多様なニーズに対応するため、研修や訓練を通じ

て災害時に支援活動を行う団体の連携強化にも取り組みます。 

 

 

行動項目 主担当部 

■災害時のボランティア受入体制の整備（再掲） 

県内外からのボランティアを円滑に受け入れるため、県域の計画やマ

ニュアル等を作成するとともに、関係者と十分な共有を行い、実効性の

ある受入体制を整備する。 

また、市町や社会福祉協議会、災害支援団体等との意見交換を通じ

て、地域におけるマニュアルの整備等平常時からの体制強化を促す。 

 

目標項目 
現状 

（24 年度末） 

目標 
（27 年度末） 

目標 
（29 年度末） 

受入体制の整備 － 
全市町での
マニュアル
整備完了 

現地センター

の迅速な立ち
上げ体制の 
整備完了 

 
 

健康福祉部 

環境生活部 

(他の取組主体） 

市町 

■災害時のボランティア活動に関する連携強化（再掲） 

災害時にみえ災害ボランティア支援センターを迅速に立ち上げ、支援

活動を行うため、構成する幹事団体のほか、実践的な研修や訓練等の実

施により、市町社会福祉協議会や災害支援団体、ＮＰＯ等による「顔の

見える関係づくり」を進める。 

 

目標項目 
現状 

（24 年度末） 

目標 
（27 年度末） 

目標 
（29 年度末） 

災害時支援活動団体名簿登載数 － 60 団体 120 団体 

 
 

健康福祉部 

防災対策部 

環境生活部 

(他の取組主体） 

県民 

事業者 

市町 
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118 第５章 行動計画 （復旧・復興対策） 
 
 

行動項目 主担当部 

■災害時支援活動団体への支援（再掲） 

被災者の多様なニーズに対応できる専門性の高いＮＰＯを発掘・育成

するとともに、災害時の支援活動に意欲と能力があるＮＰＯと事前に協

定を締結し、迅速に被災者を支援する体制を拡充する。 

 

目標項目 
現状 

（24 年度末） 

目標 
（27 年度末） 

目標 
（29 年度末） 

協定締結団体数 ０団体 ３団体 ５団体 

 
 

健康福祉部 

環境生活部 

(他の取組主体） 

事業者 
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119 第５章 行動計画 （復旧・復興対策） 
 

 (22)被災者の生活再建支援 

県民生活の早期再建を図るためには、避難所や応急仮設住宅での生活を早

期に解消し、住まいの再建、雇用と収入の確保を支援する必要があります。 

住宅確保や健康支援など被災者からの相談体制の構築、被災地での雇用創

出に関連する情報収集等に取り組むとともに、事業者に対しては融資制度に

かかる情報提供など、必要な取組を進めます。 

 

 

行動項目 主担当部 

■住宅相談体制の構築 

被災者住宅確保のための相談需要に応えるための体制（地域ごとの体

制も含む）を構築し、被災者の自宅再建等の判断を支援できるようにす

る。 

 

目標項目 
現状 

（24 年度末） 

目標 
（27 年度末） 

目標 
（29 年度末） 

地域で建築技術者等と連携した相

談体制が構築できた割合 
－ 50.0% 100% 

  

県土整備部 

(他の取組主体） 

市町 

■三重県災害時保健師活動マニュアルの活用促進（再掲） 

災害時における健康支援活動は、迅速・安全・的確に行うこと、また

災害が長期化した場合は、生活環境の変化等による公衆衛生的な側面か

ら継続した支援活動が必要となることから、東日本大震災の教訓もふま

え、平成 25 年３月に改訂した「三重県災害時保健師活動マニュアル」の

活用促進を図る。 

 

目標項目 
現状 

（24 年度末） 

目標 
（27 年度末） 

目標 
（29 年度末） 

保健所に対する周知 － ８保健所/年 ８保健所/年 

働きかけを行った市町数 － 29 市町/年 29 市町/年 

  

健康福祉部 

(他の取組主体） 

市町 
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120 第５章 行動計画 （復旧・復興対策） 
 
 

行動項目 主担当部 

■三重県災害時栄養・食生活支援活動ガイドラインの活用促進（再掲） 

東日本大震災の教訓をふまえ、災害時の保健活動における栄養・食生

活支援活動を迅速かつ効果的に展開するため、平成 24 年度に初版を策定

した「三重県災害時栄養・食生活支援活動ガイドライン」の活用促進を

図る。 

 

目標項目 
現状 

（24 年度末） 

目標 
（27 年度末） 

目標 
（29 年度末） 

働きかけを行った市町数 19 市町/年 29 市町/年 29 市町/年 

  

健康福祉部 

(他の取組主体） 

市町 

■災害時こころのケア活動マニュアルの活用促進（再掲） 

被災者への保健活動は、こころのケアの視点を持って行うことや、心

的外傷後ストレス障害（ＰＴＳＤ）等の精神疾患の予防のため、継続し

た支援活動が必要になることから、平成 25 年３月に策定した（暫定版）

「災害時こころのケア活動マニュアル」の活用を図る。 

 

目標項目 
現状 

（24 年度末） 

目標 
（27 年度末） 

目標 
（29 年度末） 

働きかけを行った市町数 29 市町/年 29 市町/年 29 市町/年 

  

健康福祉部 

(他の取組主体） 

市町 

■被災時の緊急雇用創出のための情報収集とノウハウの蓄積 【選択・集

中】 

早期に県民生活の回復を図るためには、雇用の創出が不可欠であるこ

とから、震災時緊急雇用対応事業*等の制度を用いて東北地方の自治体が

どのように雇用を生み出したのか等、効果的な制度の活用方法につい

て、情報収集とノウハウの蓄積を進める。 

 

目標項目 
現状 

（24 年度末） 

目標 
（27 年度末） 

目標 
（29 年度末） 

他県の事例など必要な情報収集

の実施 
－ 実施完了 － 

  

雇用経済部 

■企業向け防災対策融資制度の周知 

企業が防災・安全対策に取り組むために必要な資金について、融資制

度の周知や各種情報を提供する。 

 

目標項目 
現状 

（24 年度末） 

目標 
（27 年度末） 

目標 
（29 年度末） 

情報提供回数 － １回以上/年 １回以上/年 

  

防災対策部 

雇用経済部 
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121 第５章 行動計画 （復旧・復興対策） 
 

行動項目 主担当部 

■被災農林水産業者の経営再建資金制度の周知 

被災した県内農林水産業者への融資制度の周知や各種情報を提供す

る。 

 

目標項目 
現状 

（24 年度末） 

目標 
（27 年度末） 

目標 
（29 年度末） 

各関係団体への情報提供 １回/年 １回/年 １回/年 

  

農林水産部 
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122 第５章 行動計画 （復旧・復興対策） 
 
 

(23) 地域コミュニティの維持・継続に配慮した復興に向けての準備 

一日も早い被災地の復興を進めていくためには、被災前の地域のコミュニ

ティの継続性を念頭に置いた上で、復興に向けたさまざまなプロセスを確立

し、円滑な復興支援を行うための体制を検討していく必要があります。 

震災復興にかかる指針を策定するほか、被災地から学ぶ教訓や震災復興に

かかる情報やノウハウについて関係者と共有するなど、復興に向けての事前

準備を進めます。 

 

 

行動項目 主担当部 

■「三重県復興指針（仮称）」の策定 【選択・集中】 

大規模な地震・津波による甚大な被害からの速やかな復興を目的に、

東日本大震災の被災地の復興事例を参考として、県の復興体制や復興の

手順等を整理した本県の震災復興にかかる指針を策定する。 

 

目標項目 
現状 

（24 年度末） 

目標 
（27 年度末） 

目標 
（29 年度末） 

指針の検討及び作成 － 作成完了 － 

  

防災対策部 

(他の取組主体） 

事業者 

市町 

■住宅復興計画策定のための事前検討 【選択・集中】 

実際の被害に応じた住宅再建等の戸数の算定（災害公営住宅*を含

む）、支援策等についての計画が速やかに策定できるようにするため、事

前に検討しマニュアルを作成する。 

 

目標項目 
現状 

（24 年度末） 

目標 
（27 年度末） 

目標 
（29 年度末） 

マニュアルの作成 － 作成完了 － 

  

県土整備部 

(他の取組主体） 

市町 

■震災復興に関する市町への情報提供 

被災地における復旧・復興事例、他地域における事前復興の取組事例

等、復興に向けて必要となる情報について、市町との共有化を図る。 

 

目標項目 
現状 

（24 年度末） 

目標 
（27 年度末） 

目標 
（29 年度末） 

情報提供回数 － １回以上/年 １回以上/年 

  

防災対策部 

(他の取組主体） 

市町 
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123 第５章 行動計画 （復旧・復興対策） 
 

行動項目 主担当部 

■復旧・復興期まで視野を広げた防災啓発の実施 

さまざまな防災研修等の場において、予防対策に加え、東北地方の復

旧・復興過程を学ぶ内容を盛り込むなど、県民の皆さんが自分自身の復

興イメージをつかむことができるような、防災啓発を行う。 

 

目標項目 
現状 

（24 年度末） 

目標 
（27 年度末） 

目標 
（29 年度末） 

研修会等実施回数 － 1 回/年 1 回/年 

  

防災対策部 

■地震津波に強い都市計画指針検討 【選択・集中】 

被災地のほか、他府県の取組等も参考としながら、中長期的な視点に

立った地震津波に強い都市計画について検討し、指針を作成する。 

 

目標項目 
現状 

（24 年度末） 

目標 
（27 年度末） 

目標 
（29 年度末） 

三重県地震津波対策都市計画指

針（仮称）の策定 
－ 作成完了 － 

 

県土整備部 

(他の取組主体） 

市町 

■地籍調査*の促進 

大規模災害への備えとして、現地復元性のある地図を整備するため、

市町が行う地籍調査の促進を図る。 

 

目標項目 
現状 

（24 年度末） 

目標 
（27 年度末） 

目標 
（29 年度末） 

地籍調査の進捗率 
8.4% 

(23 年度末) 
10.0% 

27 年度末 

までに設定 

  

地域連携部 

(他の取組主体） 

市町 

■東日本大震災被災地での活動等の共有と活用 

被災地の教訓を防災・減災対策に生かしていくため、派遣職員等から

の報告を通して復旧・復興状況を把握する。 

 

目標項目 
現状 

（24 年度末） 

目標 
（27 年度末） 

目標 
（29 年度末） 

活動報告等の件数（累計） 3 件 21 件 33 件 

  

防災対策部 

(他の取組主体） 

市町 
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